
 

（付議の要旨） 

区議会、庁内等からの意見を踏まえて、世田谷区地域行政推進条例（案）、世田谷区地域
行政推進計画（案）を取りまとめたので決定する。 

 

令和４年８月２３日 

地 域 行 政 部 

 

世田谷区地域行政推進条例（案）及び世田谷区地域行政推進計画（案）について 

 

 

  

 

 

 

 

１ 主旨 

世田谷区地域行政推進条例（案）（以下「条例案」という。）及び世田谷区地域行政推

進計画（案）（以下「計画案」という。）について、地域行政・災害・防犯・オウム問題対

策等特別委員会（以下「特別委員会」という。）や区議会定例会での議論、パブリックコ

メント、庁内検討等を踏まえて取りまとめたので決定する。 

 

２ 検討経過の概要 

 地域行政の推進に関する条例の制定に向けては、平成３１年 2 月の議会報告を皮切り

に、同年１２月に設置した世田谷区地域行政検討委員会や庁内検討体制において、まちづ

くりセンター、総合支所のあり方や地域コミュニティの醸成に関する事項を中心に検討を

進め、令和３年２月に条例骨子案を作成して、議会報告した。 

その後、条例の目的など基本的な見直しを図り、令和４年５月に条例素案、計画素案を

作成して、議会報告し、特別委員会等での議論や重点課題に対する庁内検討、7 月２７日

から実施したパブリックコメントの区民意見等を踏まえて条例案、計画案を策定した。 

 

３ 条例案について【資料１】 

 

４ 計画案について【資料２】 

 

５ 地域行政推進条例（素案）、地域行政推進計画（素案）からの主な修正について【資料３】 

 

６ 今後のスケジュール(予定) 

令和４年９月６日 特別委員会報告（条例案、計画案） 

    ９月 第３回区議会定例会提案（条例案） 

 10 月 条例施行、計画スタート 
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世田谷区地域行政推進条例（案） 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針（第４条） 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化（第５条－第１０条） 

第３節 総合支所の機能の充実強化（第１１条－第１５条） 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置（第１６条） 

 第５節 区の体制の強化（第１７条・第１８条） 

第３章 地域行政推進計画等（第１９条・第２０条） 

第４章 雑則（第２１条） 

附則 

世田谷区では、昭和５３年の世田谷区基本構想を起点とし、「打てば響くまちづく

り」を目指して、区の制度・組織の変革について検討を開始した。 

約１３年間にわたる検討と準備期間を経て、平成３年に、都市としての一体性を保

ちながら、住民自治の実を挙げるため、区は、区内を適正な区域に分けて地区及び地

域の行政拠点を設け、これを中核として総合的な行政サービスやまちづくりを実施す

る仕組みとして、地域行政制度を導入し、地区に出張所を、地域に総合支所を設置し、

本庁との三層制のもとに区政運営を開始した。 

地域行政制度の導入後は、保健福祉や街づくりに関する事業の地域展開を行うとと

もに、平成１７年には、行政経営改革の取組のもとで、窓口サービスの効率化と地区

まちづくり支援の強化を目指し、２７箇所の出張所の窓口事務を７箇所の出張所に集

約し、その他の２０箇所を主に地区まちづくりの支援を行うまちづくり出張所とする

出張所改革を行った。その後、名称をまちづくりセンターとし、身近なまちづくり活

動の支援や地区防災力の向上、車座集会等での区民との対話等に取り組み、地区及び

地域の実態に応じた行政サービスの提供とまちづくりの支援を進めてきた。また、地

域包括ケアの地区展開により、身近な地区における相談支援体制を整備し、住民同士

が支え合う地域社会づくりに向けた取組を進めるとともに、子どもに係る身近な相談

や見守り等の中核的な役割を果たす児童館の整備を全地区において進めることとした。 

資料１ 
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しかし、高齢化の進展、単身世帯の増加等の世帯構成の変化、気候変動等による災

害の多発等に伴い、地域社会での支え合いの重要性が再認識される一方で、働き方の

変化や新型コロナウイルス感染症の拡大、情報通信技術の急速な発展等を背景に、人

と人との関わり方も変化しており、防災や防犯、介護、子育て、社会的孤立、貧困等

多岐にわたる地域社会の課題の解決に向けて、身近なところでの区民生活の支援の必

要性が高まっている。 

区は、地区及び地域の実態に即した取組を促進する体制を整備することにより、区

民に身近なところで多様な相談や手続きに対応する窓口の実現をはじめとした行政サ

ービスの改革を行うとともに、区民が区政について意見を述べ、まちづくりに取り組

む住民自治を進め、安全・安心で暮らしやすい地域社会の実現を目指さなければなら

ない。 

このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度について、地区がそ

の要となるよう改革するために、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、区政運営の基盤である地域行政制度の改革について必要な事項

を定めることにより、区が、区政の課題の解決を図る体制を強化し、地区及び地域

の実態に即した総合的な行政サービス及びまちづくりを推進し、もって安全・安心

で暮らしやすい地域社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 区民 区内に住所を有する者、区内に存する事務所又は事業所に勤務する者及

び区内に存する学校に在学する者並びに町会・自治会、商店街、学校、事業者そ

の他の区内でまちづくりに取り組む団体をいう。 

⑵ まちづくり 防災、防犯、福祉及び環境に係る課題その他の地域社会における

課題の解決を図り、より暮らしやすいまちをつくるための取組をいう。 

⑶ まちづくりセンター 世田谷区出張所設置条例（昭和４０年３月世田谷区条例

第２号）第１条のまちづくりセンターをいう。 

⑷ まちづくりセンター等 まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター（介
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護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項の地域包括支援セ

ンターであって、区の委託を受けた法人が区内に設置するものをいう。）及び社

会福祉法人世田谷区社会福祉協議会をいう。 

⑸ 地区 世田谷区出張所設置条例別表第２に規定するまちづくりセンターごとの

所管区域をいう。 

⑹ 地域 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例（平成２年１１月世田谷区条

例第４６号）別表に規定する総合支所ごとの所管区域をいう。 

⑺ 地域包括ケアの地区展開 地区において、まちづくりセンター等及び児童館が

連携して、地域包括ケアシステム（高齢者、障害者、子育て家庭、生きづらさを

抱えた若者、生活困窮者等に対する医療、介護、住まい、生活等の支援が包括的

に確保される体制をいう。）による支援を推進することをいう。 

⑻ 総合支所 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例第１条の支所及び世田谷

区出張所設置条例第１条の出張所をいう。 

⑼ 児童館 世田谷区立児童館条例（昭和３８年１１月世田谷区条例第２６号）第

１条の児童館をいう。 

⑽ 本庁 区長部局に属する機関（総合支所、まちづくりセンター及び世田谷区組

織規則（平成３年３月世田谷区規則第７号）第２７条第１項の事業所を除く。）

並びに世田谷区教育委員会、世田谷区選挙管理委員会及び世田谷区農業委員会を

いう。 

（区の責務） 

第３条 区は、まちづくりセンターを区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点と

して、総合支所を次条第２号に規定する地域経営を担う地域の行政拠点として位置

付け、地区及び地域において区民が必要な行政サービスを利用することができる環

境及び区政に関する意見を述べることができる環境の整備並びに区民がまちづくり

に取り組むための必要な支援を行わなければならない。 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針 

第４条 区は、次に掲げる基本方針に基づき、地域行政制度の改革を推進しなければ

ならない。 

⑴ まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、
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多様な相談及び手続きに対応する窓口を担うとともに、地区の実態に即した取組

の実施及びまちづくりの支援を行うこと。 

⑵ 総合支所は、地域の行政拠点として、地域経営（総合支所の所管する業務の専

門性を生かして、地域の実態を把握し、及び地域における社会資源を活用するこ

とにより、計画的に地域の課題の解決に当たることをいう。以下同じ。）を担う

とともに、まちづくりセンターの取組の支援を行うこと。 

⑶ 本庁は、社会状況の変化及び地域経営の内容を踏まえた施策の立案等を行い、

並びにまちづくりセンター及び総合支所と情報を共有し、一体となって施策を実

施するとともに、適切な政策手法の活用及び資源の配分を行うことにより、効率

的かつ効果的な区政運営を行うこと。 

⑷ まちづくりセンター及び総合支所が区民の意見を聴き、これを区政に反映する

仕組みを強化すること。 

⑸ デジタル技術の活用による業務の変革を推進し、区民の利便性の向上及び区政

への区民参加の促進を図るとともに、デジタル化への対応が困難な区民その他の

行政からの情報を受け取ることが困難な区民への必要な支援を行うこと。 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化 

（行政サービスの機能の充実強化） 

第５条 まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

関係所管との必要な調整を行い、区民からの多様な相談及び手続きへの対応の強化

を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、総合支所、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用

し、相談、手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（広報広聴機能の充実） 

第６条 まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、地区におけ

るまちづくりに係る情報の区民への発信及び区民との情報の共有を図るとともに、

区民との対話により地区における多様な意見を把握し、これを生かしてまちづくり

の促進及び行政サービスの充実を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第７条 まちづくりセンターは、町会・自治会による住民相互の支え合いその他の区

民による活動を支えるため、まちづくりに係る学習の機会の提供、活動の場の確保、
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情報の発信等に関する支援の強化を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、まちづくりの支援及び交流の機会づくりを通して、区民、

区の公共施設並びに国及び東京都の機関の相互連携の促進を図るものとする。 

（防災に係る機能の強化） 

第８条 まちづくりセンターは、地区における災害への対応力を高めるため、地区に

おける防災情報の発信、防災に関する学習の機会の提供及び地区防災計画の作成の

支援により、区民の防災意識及びコミュニティを基礎とした助け合いの意識の向上

並びに防災活動への参加の促進を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、前条第２項の規定による相互連携を区民が防災活動に生

かすことができるよう支援するとともに、避難所運営訓練、防災訓練その他の区民

の防災活動に対する支援の強化を図るものとする。 

（地域包括ケアの地区展開に係る機能の充実） 

第９条 まちづくりセンター等は、地域包括ケアの地区展開のため、総合支所、本庁

等との連携のもと、情報通信技術を活用し、相談、手続等の福祉の相談窓口におけ

る機能の充実を図るものとする。 

２ まちづくりセンター等及び児童館は、地域包括ケアの地区展開のため、地区にお

ける福祉に係る課題の解決のために必要な人材、場所、情報、技術等の社会資源の

開発及び区民との協働による福祉に係るまちづくりの促進を図るものとする。 

（課題解決に係る総合調整機能の強化） 

第１０条 まちづくりセンターは、地区の状況及び課題を明らかにし、これを区民と

共有するとともに、課題への取組を立案し、区民、総合支所等との調整を行う総合

調整機能を強化することにより、課題の解決を図るものとする。 

第３節 総合支所の機能の充実強化 

（業務の専門性の強化等） 

第１１条 総合支所は、行政サービスを区民に総合的に提供する拠点として、その所

管する業務の専門性の強化等を図るものとする。 

（行政サービスの機能の充実） 

第１２条 総合支所は、まちづくりセンター、本庁等との連携のもと、情報通信技術

を活用し、相談、手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（まちづくりセンター等の支援機能の強化） 
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第１３条 総合支所は、第５条から第８条まで及び第１０条に規定するまちづくりセ

ンターの機能の充実強化並びに第９条に規定する地域包括ケアの地区展開に係る機

能の充実を図るため、その所管する業務の専門性を生かした支援の強化を図るもの

とする。 

２ 総合支所は、その地域内においてその職員が担当する地区を定めることにより、

当該地区におけるまちづくりの状況を把握するとともに、まちづくりセンター等の

職員と連携し、まちづくりの支援、相談等への対応の強化を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第１４条 総合支所は、地域における区民のまちづくりに係る活動を支えるため、そ

の活動の活性化等に係る学習の機会の提供、活動の場の確保等に係る公の施設の運

営その他の必要な支援の強化を図るものとする。 

２ 総合支所は、前項に規定する活動について、必要な情報を提供し、及び区民間の

情報共有を支援することにより、区民のまちづくりへの理解を深めるとともに、ま

ちづくりに係る活動の相互連携の促進を図るものとする。 

（課題解決に係る措置） 

第１５条 総合支所は、多様な区民参加の機会を設け、区民の意見並びに地区及び地

域の課題を把握し、施策の立案等に係る本庁との協議その他の必要な措置を講じ、

課題の解決を図るものとする。 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置 

第１６条 本庁は、区政運営に係る計画を策定し、又は施策を立案する際には、地域

行政制度の意義及び目的を踏まえ、地域の実態に即した計画又は施策となるよう、

総合支所との協議その他の必要な措置を講じるものとする。 

第５節 区の体制の強化 

（組織の整備） 

第１７条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化及び第３

節に規定する総合支所の機能の充実強化のために、まちづくりセンター及び総合支

所にその権限に属する事務を適切に配分するとともに、その事務を効率的に行うこ

とができるよう、区の組織の整備を図るものとする。 

（人員体制の強化） 

第１８条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化のために、
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職員の育成を図るとともに、人員の配置上の配慮、応援体制の整備、専門的な知識

経験を有する者の活用その他のまちづくりセンターの体制の強化を図るものとする。 

第３章 地域行政推進計画等 

（地域行政推進計画） 

第１９条 区長は、地域行政の推進に関する施策についての基本的な計画（以下「地

域行政推進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 区長は、地域行政推進計画の策定に当たっては、地区及び地域の実態に即した参

加と協働によるまちづくりの促進に資する計画となるよう、区民の意見を聴く機会

を設けなければならない。 

３ 区長は、地域行政推進計画に基づく地域行政の推進に関する施策の実施状況を取

りまとめ、毎年、公表しなければならない。 

（区民の意見聴取） 

第２０条 区長は、地域行政の推進に関する状況について、定期的に、区民の意見を

聴く機会を設けなければならない。 

第４章 雑則 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

附 則 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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第１ 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

区は、平成３年に地域行政制度を導入し、三層制のもと区政運営を開始しました。 

保健福祉や街づくりの地域展開を行うとともに、行政経営改革の取組みのもとで、

窓口サービスの効率化を目指し、出張所改革を行いました。一方で、区民との対話

等に取り組み、地域の実情に応じた行政サービスの提供と区民主体のまちづくりを

進め、地域包括ケアの地区展開により、住民同士が支え合う地域社会づくりに向け

た取組みを進めています。 

しかし、高齢化の進展、単身世帯の増加等による世帯構成の変化、気候変動等に

よる災害の多発化等に伴い、地域での支え合いの重要性が再認識されています。一

方で、働き方の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大、情報通信技術（以下「ICT」

といいます。）の急速な発展等を背景に、地域社会においては、人と人との関わり方

も変化しており、防災や防犯、介護、子育て等多岐にわたる地域課題の解決に向け

て、身近な所での区民生活の支援の必要性が高まっています。 

そのため、世田谷区地域行政推進条例において、まちづくりセンターを「区民生

活を包括的に支援する地区の行政拠点」として位置づけ、多様な相談や手続きに対

応する窓口を担うとともに、地区における災害への対応力の向上や福祉のまちづく

りの取組みを推進する中心となり、地区における総合的な調整を行います。まちづ

くりセンターは、これを責任を持って担い、区民に寄り添い、頼りにされる行政拠

点を目指して、総合支所と連携して様々な取組みを進めます。 

世田谷区地域行政推進条例に基づき、区政運営の基盤である地域行政制度につい

て地区がその要となるよう改革するため、この計画を策定し、その取組を具体化し

着実に進めていきます。 

２ 計画の位置づけ 

この計画は、世田谷区地域行政推進条例第１９条に基づく計画であって、地域行

政の推進に関する施策等を進めるうえでの基本的な考え方と施策の方向性、具体的

な取組み等を明らかにするものです。 

３ 計画の期間と他の計画との関連 

この計画は、令和４年 10 月から令和５年度末までの計画とします。 

令和６年度からの計画は、次期基本計画や世田谷区地域保健医療福祉総合計画な

どの行政計画と整合をとり、連続性を確保する計画として作成していきます。 
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第２ これまでの取組みと課題 

１ これまでの取組み 

地域行政制度の発足後、今日に至るまで、その時々の区民ニーズや行政需要等に

基づき、制度の見直しを図ってきました。これまでの主な変遷は以下の通りです。 

◇ 地域行政制度の発足【平成３年】 

地域行政を達成するための執行体制である地域行政制度を発足し、同年度に地

域の行政拠点である５か所の総合支所を設置しました。   

地域の区分については、区民の日常生活圏、交通事情、歴史的沿革等を勘案し、

世田谷・北沢・玉川・砧・烏山の５地域とし、出張所・福祉事務所・保健所等の

区行政機関の管轄区域についても整合を図りました。 

これにより、全区的な課題は本庁（全区）で、地域の課題は総合支所（地域）

で、区民に最も身近な地区の課題は出張所（地区）とし、三層性の地域行政のし

くみを整備しました。 

◇ 総合支所の機能の拡充【平成９年～１１年】 

 ・ 平成９年に地域福祉の推進を図るため、保健所と福祉事務所を統合再編し、

各総合支所に保健福祉センターを設置しました。身近な地域での総合的な相談

や手続きが可能になり、さらに緊急的なケースに迅速に対応することが可能に

なりました。 

・ 平成１１年には本庁から都市整備関連事務を大幅に移管した街づくり部を設

置し、ハード面の街づくりを全面的に総合支所が所管することにしました。地

域住民との協働のもと、地域特性に応じた整備が進むなど、地域の発想に基づ

く住民主体の街づくりを推進しました。 

◇ 出張所の改革【平成１７年】 

  当時２７か所の出張所をまちづくり支援の強化と窓口サービスの効率化を両立

させるために、窓口サービスを７か所に集約し、２０か所は、まちづくり支援を

中心に行うまちづくり出張所に再編する出張所改革を行いました。平成２１年に

は、出張所改革の評価を踏まえ、「まちづくり出張所」の名称を「まちづくりセン

ター」に変更しました。 

13



 

3 

 

◇ 本庁と総合支所の機能の見直し【平成１８年】 

  本庁機能の総合支所への分散により、本庁の情報不足による課題解決力や専門

知識の蓄積・継承への課題、サービス提供コストの高騰等の問題点が挙げられま

した。このことから施策分野ごとに、最も効率的で効果的な機能への見直しを行

い、一部の事務を本庁へ集約しました。 

◇ 地区防災機能・ネットワークの強化【平成２５年】 

  東日本大震災等の経験を踏まえ、きめ細かな災害対策を推進するため、まちづ

くりセンターを「地区防災支援担当」に位置付けました。総合支所や本庁と連携

して、防災塾の実施や避難所運営訓練への支援の強化など、防災意識・防災力の

向上に取り組みました。 

また、同年には、各地区において、様々な活動団体や既存のネットワーク、こ

れまで活動に参加する機会の少なかった区民等を新たにつなぎ、地区の情報や課

題を共有する取組みを進めるため、「地区情報連絡会」を開催しました。 

◇ 全地区へのまちづくりセンターの設置【平成２８年】 

  当時、７か所の出張所では、まちづくり業務と窓口業務を取り扱っていました

が、 地区まちづくりの更なる強化を図るため、出張所が担っていたまちづくり

の機能を分離し、新たにまちづくりセンターを設置しました。これにより、全地

区（２７か所）にまちづくりセンターが設置されました。 

◇ 地域包括ケアの地区展開【平成２８年】 

まちづくりセンターと同じ建物の中にあんしんすこやかセンターと社会福祉協

議会を配置し、三者が連携して高齢・障害・子育て等の様々な相談をお受けする

「福祉の相談窓口」を開設しました。また、三者を中心に、買い物支援や居場所

づくりなど、地区の課題解決のため「参加と協働による地域づくり」に取り組ん

でいます。 

◇ 二子玉川地区の新設【令和元年】 

  さらなる地区の強化に向けて、当時、区内で最も人口規模と面積が大きかった

用賀地区を分割して、二子玉川地区を新設し、二子玉川まちづくりセンターを設

置ました。これにより、まちづくりセンターは全２８か所となりました。 
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２ 現状と課題 

世田谷区の世帯数は、地域行政制度の発足時である平成３年の約３５万９千世帯か

ら、令和３年度の約４９万世帯へと約３６．７％増加する一方、世帯あたりの人口は、

約２.１６人から、約１.８８人となり、世帯の小規模化が進んでいます。 

こうした変化の中で、地域の代表的なコミュニティ組織である町会・自治会の加入

率は、地域によって差があるものの、全体として６６．２％（平成３年）から、５１．

９％（令和３年）へと低下傾向にあります。 

これまで、町会・自治会は、地域における課題の解決やコミュニティの維持に大き

な力を発揮しており、また、その他の地域活動団体、ＮＰＯ等の市民活動団体、事業

者などが地域課題の解決や公共サービスなどの担い手として活動してきた歴史も長

く、区民が自主的に地域づくりを進めていく土壌が醸成されてきました。 

しかし、地域では、新たな地域課題への取組みに向けて、町会・自治会役員の高齢

化や担い手の不足といった課題が指摘されており、また、東日本大震災を経験し、こ

れまで地域と関わりの少なかった人々が、「地域の活動に参加したいが、きっかけがつ

かめない」、「どのような団体がどんな活動しているかわからない」といった声も寄せ

られています。 

そこで、町会・自治会に対する支援を行うとともに、町会・自治会と増加傾向にあ

る環境や福祉などテーマ型の活動団体であるＮＰＯなどをはじめとした地区で活動

する様々な団体同士が交流を図り連携する取組みも必要です。 

また、区民の地域活動への参加意向は、区民意識調査（令和３年度）によると、「参

加している」（１２．９％）と「今は参加していないが、今後参加してみたい」（１２．

８％）を合わせた参加意向は、２５．７％であり、新型コロナウイルス感染症の発生

以前と比べ、減少傾向にあります。地域づくりの担い手は潜在的に存在しているもの

の、生活環境や人と人との関わり方の変化などに伴い、地域コミュニティの希薄化が

さらに加速することが危惧されます。 

今後、区民の地域づくりに向けた行動を促し、多世代の区民や多様な活動団体が連

携した身近な地区を起点とするまちづくりを進めるとともに、地域コミュニティの醸

成を図り、防災意識の向上と災害対策の一層の取組みが求められます。 

また、高齢者や障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者等に対

する医療、介護、住まい、生活等の支援を包括的に確保する地域包括ケアシステムを

推進するなかで、地区における福祉の相談窓口の相談機能の充実を図ることも課題と

なっています。 

これらの課題に対応するため、区政運営の基盤である地域行政制度の改革を図り、

地区及び地域の実態に即した総合的な行政サービスとまちづくりを推進することが

求められています。 
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第３ 地域行政を推進する基本的な考え方 

 

今から約４０年前の地域行政の検討当時、「地域に関わる事務事業や地域住民への

行政サービスを総合的に展開するための地域的な総合実施機関であり、地方自治法に

規定する支所の概念を超えるもの」として地域事務所（総合支所）を構想しました。 

１２年間の検討を経て、平成３年に本庁、５つの総合支所、２６か所の出張所によ

る地域行政制度が誕生しました。 

地域行政制度は、都市としての一体性を保ちながら、住民自治の実を上げるための

仕組みとして、三層制のもと区民に身近な区政運営を行う制度であり、地域に密着し

た総合的な行政サービスと地域の実態に即したまちづくりを展開するとともに、区政

への区民参加の促進を図るという地域行政の理念を実現するために導入したものです。 

その後、保健福祉や街づくりの地域展開を行うとともに、行政経営改革の取組みの

もとで、窓口サービスの効率化を目指し、２７か所の出張所の窓口業務を７か所に集

約する出張所改革を行いました。 

一方で、出張所改革以降、ICT を活用した窓口サービスの効率化や区民との対話等

に取り組むとともに、東日本大震災の発生を契機に地区防災力の強化を図り、また、

地域包括ケアの地区展開により、三者連携による福祉の相談窓口を開設して身近なと

ころでの相談を受け、地区の人材や社会資源の開発・協働により、住民同士が支え合

う地域社会づくりに向けた取組みも進めてきました。 

しかし、単身世帯の増加や災害の多発化、新型コロナウイルス感染症拡大等の社会

状況の変化等により、身近な所での区民生活の支援の強化の必要性が高まっています。 

このような状況を踏まえ、現在の２８か所のまちづくりセンターは、区民生活を包

括的に支援する地区の行政拠点」として、多様な相談及び手続きに対応する窓口を担

い、地区における災害への対応力を高める取組みや、福祉のまちづくりを促進する取

組みの中心となって、地区における総合的な調整を行うなど、大きくその役割を発展

させ、総合支所は、地域経営をけん引する位置づけのもとに、本庁を含めそれぞれの

機能を充実強化させ、地区・地域における課題解決力の向上を図らなければなりませ

ん。 

このため、世田谷区地域行政推進条例に規定する区の責務と基本方針のもと、地域

行政制度の改革に向けて、本計画において具体的な施策を明らかにして、全庁を挙げ

て推進していきます。 
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１ 区の責務 

区は、まちづくりセンターを区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

総合支所を地域経営を担う地域の行政拠点として位置付けるとともに、次の責務を

負います。 

○ 地区及び地域において、区民が必要な行政サービスを利用することができる環

境の整備を行います。 

○ 区民が区政に関する意見を述べることができる環境の整備を行います。 

○ 区民がまちづくりに取り組むための必要な支援を行います。 

２ 基本的な考え方（基本方針） 

区は、区の責務を果たすうえで、まちづくりセンターが、区民生活に寄り添い、

区民から頼りにされる行政拠点としてその機能の充実強化を図り、総合支所が、地

域を経営する機能を強化し、本庁が、地域行政制度の意義や目的を踏まえた区政運

営に取組むための基本方針を定め、地域行政制度の改革を進めます。 

〇 まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

多様な相談及び手続きに対応する窓口を担うとともに、地区の実態に即した取組

の実施やまちづくりの支援を行います。 

〇 総合支所は、地域の行政拠点として、所管する業務の専門性を生かして、地域

の実態を把握し、地域における社会資源を活用することにより、計画的に地域の

課題の解決に当たる地域経営を担うとともに、まちづくりセンターの取組の支援

を行います。 

〇 本庁は、社会状況の変化や地域経営の内容を踏まえた施策の立案等を行い、ま

ちづくりセンターや総合支所と情報を共有し、一体となって施策を実施するとと

もに、適切な政策手法の活用と資源の配分を行うことにより、効率的かつ効果的

な区政運営を行います。 

〇 まちづくりセンターや総合支所が区民の意見を聴き、これを区政に反映する仕

組みを強化します。 

〇 デジタル技術の活用による業務の変革を推進し、区民の利便性の向上及び区政

への区民参加の促進を図るとともに、デジタル化への対応が困難な区民などの行

政からの情報を受け取ることが困難な区民への必要な支援を行います。 
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第４ 施策体系 

施策の大項目   

  施策の中項目   

    施策の小項目 頁 

１ 行政サービスの充実・強化   

  （１）窓口手続きの充実   

    ① オンライン（映像）での相談・手続きの実施 9 

  ② 転入転出、マイナンバーカード等の窓口業務の改善 ９ 

  ※【重点的な取組み】オンライン相談・手続きモデル実施 11 

  （２）相談への対応強化  

    ① 問い合わせへの対応力の強化 13 

    ② ICT に不慣れな方等への支援の拡充 13 

 （３）四者連携による地域包括ケアの地区展開  

  ① 四者連携による課題等への対応 14 

  ② 児童館との連携による社会資源開発 14 

  ③ 児童館との連携による相談・見守りの強化 14 

  ④ オンライン（映像）での相談・手続きの実施【再掲】 14 

  ※【重点的な取組み】四者連携による課題等への対応 15 

  （４）課題解決に係る総合調整機能の強化  

    ① まちづくりセンターにおける相談対応 16 

  ② 問い合わせへの対応力の強化【再掲】 16 

  ③ 四者連携による課題等への対応【再掲】 16 

  ④ 地区アセスメントの拡充と取組みの立案・総合的な調整 16 

  ⑤ 複合的な課題等の解決に向けた対応 16 

  ※【重点的な取組み】課題解決に係る総合調整機能の強化 17 

２ 区民参加の促進  

  （１）広報機能の充実  

    ① デジタルサイネージを活用した各地区の情報発信 18 

    ② ＳＮＳを活用した各地区の情報発信 18 

    ③ 転入者等への地区情報の発信 18 

  （２）新たな交流の創出  

    ① 地区情報連絡会の強化と発展的な展開 19 

    ② 地域における交流会の開催・開催支援 19 
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  （３）広聴機能の充実と区民参加による課題解決  

    ① 地区アセスメントの拡充と取組みの立案・総合的な調整【再掲】 20 

    ② オンライン等を活用した区民参加による意見交換の実施 20 

    ③ タウンミーティングの開催 20 

    ④ 総合支所による課題解決と計画・施策へ反映する仕組みの構築 20 

３ まちづくり活動への支援  

  （１）地区の活動団体等への支援 

    ① オンライン会議環境の整備と活用 22 

    
② 学習の機会の提供 22 

③ 活動の場の確保 22 

    ④ 町会・自治会の SNS の活用の支援 22 

    ⑤ 町会・自治会の持続可能な活動の支援 22 

  （２）地区の防災力の強化  

    ① 防災意識の向上・防災活動への参加促進の取組み 23 

    ② 避難所運営組織への支援の強化 24 

    ③ 避難行動要支援者への支援の強化 24 

４ 執行体制の強化  

  （１）活動への人的サポート  

  ① 人員配置等の見直し検討 25 

  ② 地区まちづくり支援職員制度の改善 25 

   ③ 地区を支援する体制の整備 25 

  ④ まちづくり活動を支援する NPO 等との連携 25 

 （２）人材の育成  

    ① まちづくりに関するスキル向上研修の実施 26 

    ② 区の人材育成方針との連携・整合 26 

  （３）計画の策定及び事務配分・組織の整備  

    ① 政策形成・予算編成の仕組みの整理 27 

  ② 事務配分の見直しと組織の整備 27 
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第５ 今後の施策の方向性と具体的な取組み 

１ 行政サービスの充実・強化 

（１） 窓口手続きの充実 

【施策の方向性】 

○ 来庁せずに手続きができる電子申請の推進と併せて、ICT を活用して、ま

ちづくりセンターと、総合支所や本庁などと連携し、相談、手続きなどの行

政サービスの充実を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① オンライン（映像）での相談・手続きの実施                  

まちづくりセンター（あんしんすこやかセンター及び社会福祉協議会を含

む。）と総合支所などを映像システムでつなぐ仕組みを整備し、総合支所や本

庁に行かなければできなかった相談や相談に伴う手続きの支援を区民に身

近なまちづくりセンターにおいて、オンラインを活用して実施し、利便性の

向上を図ります。 

 

② 転入転出、マイナンバーカード等の窓口業務の改善               

・ マイナンバーカードを利用して転出届の電子申請と転入手続きの簡素化

を図る「引越しワンストップサービス」が全国的に導入されることに伴い、

くみん窓口・出張所等の窓口業務を見直し、来庁者の利便性の向上や待ち

時間の短縮などを図ります。 

・ マイナンバーカードの交付・更新の手続きについて、取扱い窓口の拡大

やマイナンバーカードの処理に特化した新拠点の整備などについて検討

するとともに、既存の専用窓口、総合支所特設窓口、出張所における業務

の整理、見直しを行い、来庁者の利便性の向上を図ります。 

・ 令和 7 年度末までに全自治体において運用開始が予定されている「自治

体情報システムの標準化」を見据えた事務改善と待ち時間短縮の検討を進

めます。 
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［令和４年度実施］ 

・ まちづくりセンターと総合支所をつなぐ映像システムのモデル地区への設

置 

・ まちづくりセンターと総合支所のオンライン相談・手続きのモデル実施 

・ 引越しワンストップサービスの運用開始 

・ 自治体情報システム標準化に向けた住民記録、税システム等（第一期）の

移行準備開始 

 ［令和５年度実施］ 

・ オンライン相談・手続きのモデル実施の拡充（本庁を含めた対象手続き・

相談の拡充） 

・ オンライン相談・手続きの全地区実施への課題整理・準備 

・ 自治体情報システム標準化に向けた国民健康保険、子育て関連システム等

（第二期）の移行準備開始 

・ マイナンバーカードの交付・更新手続を行う窓口の整理・見直し 

・ マイナンバーカード処理に特化した新拠点の整備に向けた取組み 
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オンライン相談・手続きモデル実施 

＜概要＞ 

・ まちづくりセンターにオンライン相談のための Wi-Fi 回線、タブレットやモニ

ターなどの機器、プライバシー保護のための相談用ブースなどを設けます。 

・ まちづくりセンターに来所して寄せられた相談のうち、現在、総合支所や本庁

の担当所管や専門相談機関を案内している相談や相談に伴う手続きの支援を、ま

ちづくりセンターのオンライン相談用の機器を介して行います。 

・ 令和４、５年度はモデル実施期間として、５か所（池尻、松原、用賀、船橋、

上北沢）のまちづくりセンターで実施し、全地区での実施に向けた課題の洗い出

しや必要な機器やルールづくりなどの検証を行います。 

・ 電子申請やまちづくりセンターにおいてオンライン相談や手続をすることが困

難な方へ職員等が出向き対応する行政サービスのあり方について具体的に検討を

進めていきます。 

 

 

  

重点的な取組み 
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〇モデル実施から完全実施までのステップ（想定） 

 

段階 内容 時期（予定） 

第 1 段階 総合支所保健福祉 4 課が対応している生活、保健福

祉、健康、子育てに関する全般的な相談、区からの

送付した書類やそれに伴う手続きの支援（例：内容

説明、記入説明、手続き方法の案内など） 

令和 4 年 10

月開始 

第２段階 より専門的な支援へのつなぎ、複数者での面談 

＜実施内容の例＞ 

○ 支援機関や専門家による専門的な相談（障害に関

する相談（ぽーと）、自立生活に向けた相談

（HANDS 世田谷）、障害のある方の就労支援

（しごとねっと）、住宅相談（世田谷トラスト）、

あんしん法律相談（成年後見センター）など） 

○ 本人の状況に合わせた、複数機関との相談（当事

者、ケースワーカー、専門支援機関、施設での合

同相談など） 

令和４年度後

半より順次 

第３段階 本庁による支援、福祉以外の相談実施 

＜実施内容の例＞ 

○ 区民税・国民健康保険などの本庁で行う相談手続

きについて、オンラインの相談を実施 

○ 総合支所の区民相談など福祉以外の相談手続きに

ついて、オンライン相談の実施 

令和５年度よ

り順次 

第４段階 申請の受領と担当課への送付による手続き 

＜実施内容の例＞ 

○ オンライン画面を使い、申請書類の記入説明と確

認を行い、受領と担当課への送付 

○ 届いた申請書に基づき担当課で審査決定と通知 

令和６年度よ

り順次 

第 5 段階 オンラインによる手続きの完全実施 

＜実施内容の例＞ 

○ 電子申請の仕組みを活用した、オンラインでの申請 

令和６年度よ

り順次 

 

※ 上記は現時点の想定であり、機器、アプリケーション、電子申請の進展、事務改善

などにより随時見直しを図り、機器や制度の整備が整った事業から順次対象としま

す。 
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（２） 相談への対応強化 

【施策の方向性】 

○ 地区の身近な相談窓口として、まちづくりセンターにおける区民からの

多様な相談への対応の強化を図ります。 

〇 来庁せずに手続きができる電子申請の推進にあたって、デジタル化への

対応が困難な区民へ必要な支援を行う。 

 

【具体的な取組み】  

① 問い合わせへの対応力の強化                     

問い合わせの相談先や区政の最新情報などを的確かつ迅速に入手できるよ

う、DX による新たな仕組みとホームページや FAQ、職員ポータルサイト、

部署間で必要な情報を迅速に確認できる仕組みの充実を図るとともに、それ

らの活用も含めた研修の実施などにより、問い合わせへの対応力を高めます。 

② ＩＣＴに不慣れな方等への支援の拡充                 

・ まちづくりセンターにおいて、高齢者を中心としたスマートフォン操作な

どの教室を開催するとともに、区民等によるスマートフォン教室や体験会な

どの開催支援を行います。 

・ 区への電子申請による手続きなどへの支援のあり方について検討します。 

［令和４年度実施］ 

・ まちづくりセンター全２８地区でのスマートフォン教室の開催（まちづく

りセンター、あんしんすこやかセンター） 

［令和５年度実施］ 

・ ニーズに対応した ICT に不慣れな方への支援の実施 

・ ホームページ研修等を活用した職員の窓口対応力の向上 

（３） 四者連携による地域包括ケアの地区展開 

【施策の方向性】 

〇 まちづくりセンター・あんしんすこやかセンター・社会福祉協議会は、Ｉ

ＣＴなどを活用して、総合支所や本庁などとの連携のもと、福祉の相談窓口

における手続き・相談に関する機能の充実を図ります。 

〇 まちづくりセンター・あんしんすこやかセンター・社会福祉協議会と児童

館は、福祉に関する地区の社会資源の開発と福祉のまちづくりにおける区

民との協働を図ります。 
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【具体的な取組み】 

① 四者連携による課題等への対応                    

受け付けた相談事例と対応した状況を取りまとめ、四者連携会議で共有し

ます。まちづくりセンターが中心となって、四者連携会議で調整し、個々の

事例などから地区の課題の把握や解決に向けた方向性、手法などについて取

りまとめ、解決に向けて取り組みます。 

※ 四者：まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター、社会福祉協議

会及び児童館 

 

② 児童館との連携による社会資源開発                  

地区の社会資源開発の充実のために、児童館と社会福祉協議会、地域子育

て支援コーディネーターが連携し、地区における子ども食堂などの場づくり

や情報共有の基盤づくりなど子ども関連の社会資源の開発に取り組みます。

先行地区でモニタリングを実施し、その内容を踏まえて令和 6 年度からの全

地区での実施を目指します。 

 

③ 児童館との連携による相談・見守りの強化                   

児童館を加えた四者連携などを通じ、日常的に子どもや子育て家庭を見守

り支えるネットワークの連携強化を図ります。 

 

④ オンライン（映像）での相談・手続きの実施【再掲】                  

具体的な取組み内容については、１（１）①に記載のとおり。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 四者が連携した社会資源開発の実施（モデル実施） 

・ 全地区における四者連携会議の実施 

［令和５年度実施］ 

・ 四者が連携した社会資源開発の実施地区の拡大 

・ 児童館を中核とした見守りのネットワークの連携強化 
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四者連携による課題等への対応 

＜概要＞ 

・ まちづくりセンター所長が中心となって、福祉の相談窓口に寄せられた区民の困

りごとなどへの事例の状況を、四者連携会議で共有します。 

・ まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター、社会福祉協議会、児童館の

各々が、住民や地区の活動団体などと関わる機会で把握した困りごとや課題など

を、必要に応じて四者連携会議で共有します。 

・ 四者連携会議の結果を踏まえて、必要に応じて関係所管への確認や社会資源の開

発、総合支所との解決に向けた調整します。 

・ 特に、子ども・子育て関係の社会資源開発については、児童館、社会福祉協議

会、地域子育て支援コーディネーターが連携して取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点的な取組み 
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（４） 課題解決に係る総合調整機能の強化 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターは、地区の状況や課題を明らかにし、これを区民と共

有するとともに、課題への取組みを立案し、区民、総合支所などとの調整を

行う総合調整機能を強化し、課題の解決を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① まちづくりセンターにおける相談対応                    

区民の様々な相談を受けとめ、相談内容などを整理し、適切な窓口へつな

ぐほか、つなぎ先と連携して対応を強化します。 

 

② 問い合わせへの対応力の強化【再掲】                     

具体的な取組み内容については、１（２）②に記載のとおり。 

 

③ 四者連携による課題等への対応 【再掲】                   

具体的な取組み内容については、１（３）①に記載のとおり。 

 

④ 地区アセスメントの拡充と取組みの立案・総合的な調整                   

まちづくりセンターにおいて、地区の現状や課題を広く把握し、地区の課

題解決に向けた取組みを推進するため、地区アセスメントの対象範囲を拡大

して毎年実施し、区民と共有します。まちづくりセンターは、地区の課題へ

の取組みを立案し、区民や総合支所などとの調整、課題の解決を進めます。 

 

⑤ 複合的な課題等の解決に向けた対応                  

庁内の複数所管での対応が必要な、困難なケースの対応のあり方について

検討します。 

［令和 4 年度実施］ 

・ 全地区における四者連携会議の実施 

・ 地区アセスメントの拡充に向けた見直し 

・ 複合的な課題等の解決に向けた対応の検討 

［令和５年度実施］ 

・ ホームページ研修等を活用した職員の窓口対応力の向上 

・ 拡充した地区アセスメントの実施 

・ 複合的な課題等の解決に向けた対応を継続的に検討し、まちづくりセンター

や総合支所の役割を明確化（地域保健医療福祉総合計画の検討と併せて実施） 
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課題解決に係る総合調整機能の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点的な取組み 
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２ 区民参加の促進 

（１） 広報機能の充実 

【施策の方向性】 

○ ＩＣＴ等の多様な手段を用いて、区民に地区におけるまちづくりに関す

る情報を発信し、また、区民との情報共有を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① デジタルサイネージを活用した各地区の情報発信            

まちづくりセンター内にデジタルサイネージ（電子掲示板）を設置し、地

区の活動団体が作成した映像なども活用しながら、地区の情報や行政情報を

来庁者に分かりやすく伝えます。 

モデル実施を行い、設置場所や機器、掲載の基準や手順などを検討し、全

地区での実施を行います。 

 

② ＳＮＳを活用した各地区の情報発信                  

まちづくりセンターにおいて、Twitter（ツイッター）などのＳＮＳを活用

し、より広い世代に、地区の活動の様子や行政情報をわかりやすく、タイム

リーに発信します。 

 

③ 転入者等への地区情報の発信                     

転入者に対し、まちづくりセンターを知ってもらうとともに、地区情報や

行政サービスの仕組みを伝えるための地区ガイダンスなどの実施を検討し

ます。 

くみん窓口・出張所において、転入者が居住する地区の情報を得られる二

次元コード付きのちらしなどを提供し、地区の活動につなぐための取組みを

行います。 

［令和４年度実施］ 

・ デジタルサイネージ機器の設置（５地区） 

・ デジタルサイネージを活用した情報発信のモデル実施（５地区） 

・ ＳＮＳを活用した各地区の情報発信の検討 

・ 転入者への二次元コード付きのちらし等の提供 

・ 転入者に対する情報提供の検討 

［令和５年度実施］ 

・ デジタルサイネージを活用した情報発信の全地区実施に向けた検討 
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（２） 新たな交流の創出 

【施策の方向性】 

〇 まちづくりセンターにおいて、まちづくりの支援・交流の機会づくりを通

して、区民や区の公共施設、国、東京都の機関の相互連携の促進を図ります。 

○ 総合支所において、地域におけるまちづくりに係る活動について、必要な

情報を提供し、区民間の情報共有を支援することにより、区民のまちづくり

への理解を深めるとともに、まちづくりに係る活動の相互連携の促進を図

ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 地区情報連絡会の強化と発展的な展開                 

それぞれのまちづくりセンターにおいて、地区の実態を踏まえ、次の視点

をもって地区情報連絡会の機能強化と発展的な展開を図る。 

・ 参加者同士の顔の見える関係を広げ、地区活動への参加のきっかけとな

るよう、オンラインの併用や土日・休日の開催など、より多くの活動団体

や機関が集まれるような工夫する。 

・ 災害時の共助・互助の取組みや日常的な困りごとなどをテーマにした情

報交換や対話の場を設ける。 

・ 地区アセスの検討状況や福祉の相談事例などの紹介による地区課題の共

有と、課題解決に向けて話し合う場を設ける。 

・ 既存の会議体を活用し、区民や活動団体の負担を増やさない工夫をする。 

このような地区情報連絡会の機能強化と発展的な展開を図る中で、地区の

状況や課題を明らかにし、これを区民と共有し、地区課題への取組みを立案

する、まちづくりセンターの総合調整機能を高めた取組みを行っていきます。 

 

② 地域における交流会の開催・開催支援                    

総合支所において、地域内で活動する多様な団体などが相互の活動を知り、

協力や連携する関係を築き、地域活動の促進に繋がる交流会の開催又は開催

を支援します。 

［令和４年度実施］ 

・ 地区情報連絡会の強化と発展的な展開の検討 

・ 地域における交流会の開催及び開催の支援の検討 

［令和５年度実施］ 

・ 地区情報連絡会の定期的な開催 
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（３） 広聴機能の充実と区民参加による課題解決 

【施策の方向性】 

〇 まちづくりセンターと総合支所は、オンラインや SNS なども活用し、多

様な区民の参加の機会を設け、区民の意見や地区・地域の課題を把握して、

その解決に取組みます。 

○ 総合支所は、地域の実態に即した計画づくりや施策の実施に向け、本庁と

協議する仕組みを強化します。 

 

【具体的な取組み】 

① 地区アセスメントの拡充と取組みの立案・総合的な調整【再掲】                   

具体的な取組み内容については、１（４）④に記載のとおり。 

 

② オンライン等を活用した区民参加による意見交換の実施         

まちづくりセンターにおいて、ワークショップや意見交換会などをオンラ

インやＳＮＳなどを活用して開催します。これにより、まちづくりセンター

と関わる機会が少ない区民や活動団体等と広く顔を合わせ、意見聴取する機

会を拡大します。実施にあたっては、地区の魅力発見や地区アセスメントの

共有など身近なテーマを設定し、現役世代や若者、子育て中の方も参加しや

すい土日・休日の開催などの工夫や、専門人材の活用などを行います。 

 

③ タウンミーティングの開催                      

総合支所において、地域経営方針の作成や地域の課題の解決に向けて、多

世代の区民や地域活動を担う方などで話し合う「タウンミーティング」を定

期的に開催します。 

 

④ 総合支所による課題解決と計画・施策へ反映する仕組みの構築       

総合支所において、まちづくりセンターだけでは解決できない課題への専

門性を活かした取組みを充実させるとともに、本庁との協議のもとに、関係

する計画や施策へ反映させ、解決を図る仕組みを強化します。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 地区アセスメントの拡充に向けた見直し 

・ タウンミーティングの開催に向けた検討（地域経営に関するテーマの設定

や実施手法など） 
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［令和５年度実施］ 

・ 拡充した地区アセスメントの実施 

・ 地区アセスメント等による地区課題の取組みの立案 

・ 総合支所によるタウンミーティングの開催 

・ 総合支所による地域経営方針の策定、課題解決に向けた本庁協議の仕組み

の構築（次期基本計画との連携・調整） 

・ オンラインワークショップの検討・試行（専門人材の活用も含む） 
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３ まちづくり活動への支援 

（１） 地区の活動団体等への支援 

【施策の方向性】 

○ 町会・自治会をはじめとした地区の活動団体の活動を支えるため、まちづ

くりに係る学習の機会の提供、活動の場の確保、情報の発信等の支援の充実

強化を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① オンライン会議環境の整備と活用                     

町会・自治会や地区の活動団体内の情報共有を高めるとともに、地区情報

連絡会などにより多くの活動団体などが参加できる機会を提供するため、ま

ちづくりセンターにオンライン会議が開催できる環境を整備します。 

現在実施されている体操講座などをオンラインも活用して実施し、より参

加しやすくします。 

 

② 学習の機会の提供                          

庁内各所管による生涯学習事業などを実施し、学習の機会を提供します。 

地区の活動団体などがまちづくりセンターにおいて開催するまちづくり活

動に関する講座について、オンライン会議環境も活用しながら、開催の支援

を行います。 

 

③ 活動の場の確保                           

地区の活動団体などの活動を促進するため、施設の管理所管課と連携した小

中学校や児童館などの夜間・休日などにおける空き部屋の貸出を拡充します。 

 

④ 町会・自治会のＳＮＳの活用の支援                   

ＳＮＳを活用した町会・自治会内の情報共有を支援します。 

 

⑤ 町会・自治会の持続可能な活動の支援                 

区からのちらし回覧依頼のあり方や、身近なまちづくり推進協議会やごみ

減量・リサイクル推進委員会などの組織の整理・見直し、各種委員や調査員

などの推薦依頼、募金活動の依頼について、地区の実情を踏まえて検討し、

町会・自治会活動の負担の軽減に向けて取り組みます。 
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［令和４年度実施］ 

・ オンライン会議システムの全まちづくりセンターへの整備 

・ 講座のオンライン開催の支援 

・ オンラインでの体操講座等の検討と実施 

・ 町会・自治会のＳＮＳ活用の支援 

・ 回覧のあり方等の検討 

［令和５年度実施］ 

・ 講座のオンライン開催の実施、支援の拡大 

・ 回覧のあり方等の検討結果を踏まえた負担軽減策の実施 

・ 活動の場の拡大（児童館等） 

（２） 地区の防災力の強化 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターは、地区における災害の対応力を高めるため、地区

における防災情報の発信、学習の機会の提供、地区防災計画の作成の支援

により、防災意識やコミュニティを基礎とした助け合いの意識の向上と防

災活動への参加促進を図ります。 

○ まちづくりセンターは、区民、区の公共施設、国、都の機関との相互連

携を防災活動に生かせるよう支援するとともに、避難所運営訓練や防災訓

練などの区民の防災活動に対する支援の強化を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 防災意識の向上・防災活動への参加促進の取組み            

まちづくりセンターにおいて、地区情報連絡会などの地区における交流の

機会を活用して、防災塾や防災活動への参加者の拡大を図るとともに、区の

持つ多様な広報媒体を通じて、これらの活動情報の発信や、地域での共有に

取り組みます。 

また、在宅避難の促進に向け、再生可能エネルギーの普及促進や木造住宅

耐震化、家具転倒防止取付支援などの事業と連携しての周知・啓発、Twitter

（ツイッター）やＬＩＮＥ（ライン）などのＳＮＳを活用したプッシュ型の

周知など、多様な手法による周知・啓発の取り組みを進めます。 

その他、防災意識の向上・活動促進や、在宅避難の推進に向けては、町会・

自治会未加入者やＳＮＳの未利用者など、これまでの手法では情報が届きに

くい世帯に対する新たな周知・啓発手法の検討や、在宅避難生活者のための

支援の強化とその情報発信などに取り組みます。 
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② 避難所運営組織への支援の強化                    

避難所運営組織への支援を一層強化し、社会情勢の変化などに対応した適

切な避難所運営を確かなものとします。 

・ 発災直後の緊急的な避難の受け入れや、避難者の受け入れの優先度の判

断など、避難所を運営するにあたって生じる様々な課題に対し、その解消

のための運用モデルを提示します。まちづくりセンターは、本庁、総合支

所と連携して避難所運営訓練を通じて地域の実情に即した運用のサポート

などに取り組みます。 

・ ボランティア・ＮＰＯによる避難所運営支援や、避難者自身による避難

所運営への参加促進に向け、必要となる体制作りやルールの整備状況を踏

まえて、その実効性を高めるため、まちづくりセンターは本庁、総合支所

と連携して助け合いの意識の向上や防災活動への参加促進のための広報活

動に取り組みます。 

 

③ 避難行動要支援者への支援の強化                   

避難行動要支援者の避難行動支援にあたり、総合支所、まちづくりセンタ

ーが果たすべき役割についての整理・強化に取り組みます。 

［令和４年度実施］ 

   ・ 在宅避難生活支援の取組みの検討 

   ・ 発災直後の指定避難所開設に係る具体的手順や課題の整理 

［令和５年度実施］ 

   ・ 新たな手法による在宅避難の推奨・啓発の実施 

   ・ 避難所運営マニュアルの見直し案の作成及び地域住民を交えた検証 

・ 避難行動要支援者の避難行動支援にあたり、総合支所、まちづくりセンタ

ーが果たすべき役割についての整理・強化 
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４ 執行体制の強化 

（１） 活動への人的サポート 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターの人員の配置、応援体制の整備などのまちづくりセン

ターの人的体制強化を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 人員配置等の見直し検討                       

所長やまちづくり・防災担当係長の職や配置年限、一定の業務経験や専門

的な知識を持つ一般職員の配置、管内人口などを踏まえた人員配置などを検

討し、執行体制の強化を図ります。 

DX による業務の変革などの事務改善、民間のノウハウや支援の導入など

を検討し、新たな業務内容などに応じてまちづくりセンターの体制を強化し

ます。 

      

② 地区まちづくり支援職員制度の改善                  

地区まちづくり支援職員（管理職）制度を評価・検証し、まちづくりセン

ターにおける地区アセスメントの作成支援など管理職の経験・知見を活かせ

る仕組みを整備します。 

 

③ 地区を支援する体制の整備                      

総合支所において、まちづくりなどの支援や福祉の相談窓口におけるまち

づくりセンターとの連携を強化するため、地区担当制などの総合支所各課の

職員がまちづくりセンターとともに地区を支援する体制を導入します。 

 

④ まちづくり活動を支援する NPO 等との連携              

まちづくりセンターの取組みを支援するため、地区・地域で活動する人材

をつなぎ、また、防災活動などにおける専門的な支援を行う NPO などとの

連携を強化します。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 総合支所の地区担当制のあり方検討（地区まちづくり支援職員との関係、

地区を知る取組み等） 

・ 地区まちづくり支援職員制度の改善検討（まちづくり活動における役割等） 
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［令和５年度実施］ 

・ まちづくりセンターの人員配置等の見直し 

・ 総合支所の地区担当制の導入準備 

・ 新たな地区まちづくり支援職員制度の試行 

・ まちづくりなどの活動を支援する専門人材の活用 

 

（２） 人材の育成 

【施策の方向性】 

○ 多様な主体や区民活動を尊重し、必要な活動支援や活動をつなげる取組

みを進め、地域課題の解決を図る職員の育成を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① まちづくりに関するスキル向上研修の実施               

まちづくりセンター職員のまちづくりに関するコーディネート等のスキル

向上に向けた研修を実施します。 

 

② 区の人材育成方針との連携・整合                   

区民の立場に立って区政を考え、安全・安心な暮らしを共に実現する意欲

を持ち、行政の専門的知識及び技能を有する職員を育成するため、区の人材

育成方針（研修、人事交流を含む）との整合を図ります。 

 

［令和４年度実施］ 

・ コーディネート力向上に向けた共通理解（条例制定、計画実施に合わせた

共通理解等） 

・ コーディネート力向上研修の検討（研修の体系化等） 

・ 職員人材育成方針との連携・整合 

［令和５年度実施］ 

・ コーディネート力向上研修の拡充 
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（３） 計画の策定及び事務配分・組織の整備 

【施策の方向性】 

○ 本庁は、区政運営に関する計画の策定や施策の立案の際には、地域の実態

に即したものとなるよう、総合支所との協議など必要な措置を講じます。 

○ まちづくりセンターと総合支所に区長の権限に属する事務を適切に配分

するとともに、その事務を効率的に行うことができるよう区の組織の整備

を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 政策形成・予算編成の仕組みの整理                  

総合支所における地域経営の取組みを政策形成・予算編成に反映する仕組

みの整理を行います。 

 

② 事務配分の見直しと組織の整備                    

総合支所やまちづくりセンターに適切に事務配分を行い、それに基づいて

必要な組織の整備を行うなどの検討を行います。 

防災や地域包括ケアの地区展開における新たなまちづくりセンター及び総

合支所の役割について詳細化し、関係規程に明記します。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 政策形成・予算編成における総合支所のかかわり方の整理 

・ 事務配分・組織体制の見直しの検討 

・ 関係規程の見直しの検討 

［令和５年度実施］ 

・ 事務配分・組織体制の見直しの検討に基づく取組み 

・ 関係規程の見直しの検討に基づく取組み 
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＜様々な困りごとの相談の解決に向けた取組み＞ 

区民の様々な困りごとの相談窓口となり、まちづくりセンターだけで解決できない

ことも、あんしんすこやかセンター、社会福祉協議会の三者が一緒に検討し、外部の

相談機関や民間事業者などと調整し、解決策や解決に向けた道筋や糸口などが、提供

されます。さらに、三者に児童館も加わり、新たなサービス（社会資源）が提供でき

るようにします。 

＜オンライン相談＞ 

まちづくりセンターで、適切な相談先の担当者とまちづくりセンターを映像システ

ムでつないで、手続きや相談ができるようになります。 

＜電子申請等の手続き支援＞ 

スマートフォンなどの機器の操作に不慣れで電子申請などの手続きを行えない方は、

まちづくりセンターなどで行われるスマートフォンなどの操作講習会に参加し、操作

に慣れることができます。また、デジタル化された手続きについて、案内や操作の支

援を受けられます。 

＜住民同士の交流と情報交換＞ 

地区の住民や活動団体が広く交流する機会（地区情報連絡会）が、地区の状況に合

わせて設定され、参加者同士の顔の見える関係づくりと、各団体の活動状況や地区の

歴史、イベント、施設、区の事業などの、まちの色々な情報交換ができます。 

＜地区の課題の解決＞ 

地区情報連絡会や日頃の業務の中で区民や団体から出された課題がまとめられ、公

表されます。まちづくりセンターを中心に解決策を検討し、総合支所や本庁と連携し

て解決に向けて取り組みます。 

＜地区の様々な情報発信＞ 

まちづくりセンターに、デジタルサイネージ（電子掲示板）が設置され、区の情報

の他、地区で活動する団体などが作成した動画などの情報も表示します。また、地区

ごとの情報をＳＮＳなどによりタイムリーに入手できます。 

＜オンライン会議の開催支援＞ 

まちづくりセンターに、パソコンや Wi-Fi 回線などオンライン会議開催に必要な環

境を整備します。これを活用して、町会・自治会などの地区の活動団体の会議のオン

ライン開催が可能になり、これまで時間帯が合わなかった人も参加できたり、オンラ

インでの体操教室などの講座や、ワークショップも開催されたりします。 

＜地区の防災力の向上支援＞ 

災害時の備えなどについて、情報を提供したり防災塾を開催したりするほか、避難

所運営訓練などの支援をします。避難所運営など、発災時に関わってくれるまちの方

を増やすため、住民の顔と顔の見える関係づくりを一緒に進めていきます。 

コラム まちづくりセンターの将来像 
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本庁・総合支所

オンライン会議・イベント
他まちづくりセンター

手続き
相談

ＤＸの推進におけるICT環境の整備によるまちづくりセンターの将来像

更新

最新の区政情報や
地区情報が知りたい

区 民

アクセス
(自宅等)

データベース
（データの蓄積・みえる化）

アクセス
（自宅等）

アクセス

まちづくり活動等の
オンライン化支援

・オンライン環境の貸出
・機器の操作支援

まちづくりセンターのオンライン環境の整備
・まちづくりセンター職員用のオンライン環境整備
・ワークショップやアンケート等による地区住民との意見交換
・オンラインでの講座の開催

まちづくりセンター（福祉の相談窓口）

情報発信 ＩＣＴ環境がない
本庁・総合支所が遠い

アクセス

会議

活用

会議

オンラインの会議・イベント
を開催・参加したい

手続き・相談・問い合わせ
がしたい

窓口機能(有人）の充実
データベースを活用した相談・問い
合わせ対応機能の充実

ＩＣＴ環境がない
操作方法が分からない

手続き・相談等を受ける
体制の整備

チャット
相談・案内

オンライン
手続き・相談
システム

オンライン手続き・相談への支援
・オンラインブース（映像システム）
での手続き・相談

・機器の操作支援

情報発信機能の拡充

・デジタルサイネージ
・地区ＳＮＳ
・地区紹介映像

アクセス(自宅等)

アクセス

アクセス
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第６ 計画の推進に向けて 

１ 地域行政の推進に関する状況について区民の意見を聴く機会 

条例第２０条に基づき、地域行政の推進に関する状況について、区民から意見

を聴くための機会を設けます。 

・ 区民やまちづくりに関する活動団体の方に、オブザーバーとしての有識者も

加えたメンバーで、地区・地域における区民参加の方法、DX の推進と行政サ

ービスのあり方、三層制のあり方などをテーマとして実施します。 

・ 実施方法等については、全庁的な区民参加の機会や地域で開催されるタウン

ミーティングと調整し、具体化していきます。 

２ 進行管理等 

この計画における施策などの進行管理は、新実施計画や各個別の計画の推進状

況などを基にして、毎年、実績や進捗状況を明らかにするとともに、必要に応じ

て見直しを図ります。 
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第７ 資料 

１ パブリックコメントの実施状況 

（１） 意見募集期間 

  令和 4 年 7 月 27 日（水）から 8 月 17 日（水）まで 

 

（２） 意見提出人数及び件数 

  ① 意見提出人数 199 人 

   【提出方法内訳】 

    ・はがき     154 人 

・手紙      2 人 

・FAX      4 人 

・持参      1 人 

    ・ホームページ  29 人 

    ・LINE（ライン） 9 人 

   ② 意見件数 315 件 

【内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 個別意見は、地域行政推進条例・計画に関連のない区政に対する意見 

 

 

  

分類 件数 

制度全般 ４１件 

行政サービス ４８件 

区民参加 ２７件 

活動支援 １５件 

DX 推進 ２２件 

区体制・職員 ２７件 

施設・区域割 １３件 

その他 １４件 

個別意見 １０８件 

合計 ３１５件 
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２ 用語解説 

【あ行】 

ICT                                        

Information and Communications Technology の略。情報や通信に関する技術。 

 

あんしんすこやかセンター                                

世田谷区における地域包括支援センターの名称。高齢者に関する様々な相談を

受ける「総合相談・支援」、介護予防事業を推進する「介護予防ケアマネジメン

ト」、ケアマネージャーや医療機関等と連携し、支援する「包括的・継続的ケア

マネジメント」、高齢者虐待や消費者被害の防止、成年後見制度の利用支援を行

う「権利擁護」の 4 つの機能を持つ。 

 

SNS                                     

Social Networking Service の略語。人と人との社会的な繋がりを維持・促進す

る様々な機能を提供する、会員制のオンラインサービス。 

 

FAQ                                     

Frequently Asked Questions の略語。よくある質問。 

 

【か行】 

ごみ減量・リサイクル推進委員会                             

循環型社会の実現を目指し、ごみの発生・排出抑制、リサイクルの推進及びご

みの適正排出等を地域住民の自主的活動により推進するため、各まちづくりセン

ター単位で組織されている委員会。委員は地区住民から選出され、古着・古布回

収やフードドライブ、啓発活動など地区の状況に応じた活動を行っている。 

 

【さ行】 

在宅避難                                     

震災時に自宅が安全である場合において、指定避難所に行かずに、自宅で避難

生活を送ること。 
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次期基本計画                                     

基本計画は、区民生活のニーズと世田谷区の抱える課題に対して、区民ととも

に実現を目指す将来目標を設定し、区が重点的に取り組む施策の方向性を明らか

にした区政運営の基本的な指針であり、区の最上位の行政計画。現在の基本計画

は平成２６年度から令和５年度までの計画であり、次期基本計画は令和６年度を

初年度とする新たな基本計画であり、現在、検討を進めている。 

 

社会資源                                     

建物、施設、公的サービス、地域住民（団体、事業者、NPO 等）の主体的な活

動やネットワーク等のこと。 

 

社会福祉協議会                                     

社会福祉法に基づき全ての都道府県・市区町村に設置され、地域住民や社会福

祉関係者の参加により、地域の福祉推進の中核としての役割を担い、地域福祉活

動推進のための様々な活動を行っている非営利の民間組織のこと。 

 

世田谷区地域保健医療福祉総合計画                                     

高齢者や障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者など、誰

もが地域で暮らしていく際に必要となる保健、医療、福祉の各分野の基本的な考

え方を明らかにする計画。 

 

【た行】 

タウンミーティング                                     

住民と直接対話することによって、行政に対する住民の意見・提案を聴取する

ことを目的として、地域の課題などをテーマ開催するもの。 

 

地域子育て支援コーディネーター                                     

「おでかけひろば」の中など、区内６か所に配置されており、研修を受けたス

タッフが相談者に寄り添いながら、生活に密着した地域の民間情報や公的な支援

情報などを提供している。 

 

地域包括ケアの地区展開                                     

地域包括ケアは高齢者が要介護状態となっても住みなれた地域で暮らし続け 

ることができるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援が、日常生活の場で

一体に提供されるしくみ。区は高齢者を対象とした国の地域包括ケアシステムの
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考え方に加え地域で福祉的支援を必要とするあらゆる人が、気軽に相談をし、多

様なニーズに対応した保健・医療・福祉などのサービスが総合的に提供されるし

くみづくりをめざす。また、区では、地域包括ケアの地区展開の取組みとして、

「参加と協働による地域づくり」と「福祉の相談窓口」を、平成２８年７月から

区内全地区で実施している。 

 

地区アセスメント                                     

まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター及び社会福祉協議会の三者が

連携し、地区の現状や課題、社会資源等をまとめ、課題解決に向けた検討材料と

するために地区ごとに作成するもの。 

 

地区情報連絡会                                     

まちづくりセンターがコーディネート役となり、普段あまり顔をあわせてこな

かった活動団体等が、より幅広く情報や課題を共有することで、地域活動の活性

化に結び付け、また、これまで地域活動に関わってこなかった人が参加する等、

顔と顔をつなぎ、地区の力を向上させることを目的とした会議体。 

 

地区防災計画                                     

災害対策基本法に基づき、平成２６年４月から地域コミュニティの防災活動に

関して創設された制度。区市町村の一定の地区内の居住者等が共同して行う防災

訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄、災害が発生し

た場合における地区居住者等の相互の支援などの防災活動に関する計画としてい

る。 

 

地区まちづくり支援職員制度                                     

区の職員（課長級職員及び希望する職員）が、区民による自主的なまちづくり

活動に参画し、支援することにより、まちづくりセンターを拠点とする地区まち

づくり機能の充実を図り、区民と区の協働によるまちづくりを推進することを目

的とした制度。該当の職員は各地区のまちづくりセンターに配置され、年に数回

程度、地区のまちづくり活動に従事する。 

 

DX                                     

デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation）の略。世田谷区

地域行政推進条例では、「デジタル技術の活用による業務の変革」と表現し、そ

の推進を基本方針の１つとして掲げている。 
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電子申請                                     

自宅や職場などの身近な場所からインターネットを通じて行政手続きができ 

るサービス。 

 

デジタルサイネージ                                     

デジタル技術を活用して平面ディスプレイなどに映像や文字を表示する情報 

媒体。電子掲示板。 

 

【は行】 

避難行動要支援者                                     

要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者）のうち、災

害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な

者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者。 

 

避難所運営訓練                                     

指定避難所（区立小・中学校等区内９４か所）における、避難所運営マニュア

ルに基づいて避難所を開設・運営するための訓練。 

 

避難所運営組織                                     

指定避難所を開設・運営するための組織。指定避難所ごとに組織され、町会・

自治会がその中核を担っているが、その実情に応じて商店街や PTA,おやじの会

なども参加している。 

 

避難所運営マニュアル                                     

避難所の開設、運営・管理の基本的な手順、注意事項等が記載されたマニュア

ル。指定避難所となる学校ごとに、各避難所運営組織がその実情にあわせて作成・

更新している。 

 

福祉の相談窓口                                     

区内２８地区のまちづくりセンターに、あんしんすこやかセンター（地域包括

支援センター）と社会福祉協議会が入り、「福祉の相談窓口」を設置している。

三者が連携して、様々な相談を受け付けている。 
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プッシュ型の周知                                     

LINE（ライン）などの SNS を利用し、利用者のスマートフォンに情報を発信

すること。利用者の状況に関わらず必要な情報を伝達することができる。 

 

防災塾                                     

「発災後 72 時間は地区の力で乗り切る」をスローガンとして、平成２６年度

より各地区において、災害時に想定される課題の発見とその対応策を検討し、地

区防災計画案の作成を行い、その後の検証・取り組みを実施している。 

 

【ま行】 

身近なまちづくり推進協議会                                     

区と協力しながら、まちづくりに関する身近な問題を解決していく、まちづく

りセンター単位で組織されている協議会。委員は地区住民から選出され、健康体

操教室や放置自転車防止啓発活動など、地区の状況に応じた活動を行っている。 

 

【や行】 

四者連携会議                                     

まちづくりセンターが主催し、あんしんすこやかセンター、社会福祉協議会、

児童館の四者の運営、地区活動などに関する情報の共有、社会資源の把握や課題

の抽出など、各地区の実情に応じた状況や課題の把握と解決に向けての共有など

を行う会議。 

 

【わ行】 

ワークショップ                                     

特定のテーマについて、様々な立場の人が集まり、自由に意見を出し合い、互

いの意見を尊重しながら、意見や提案をまとめていく場。  
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３ 参考データ等 

（１） 区の世帯数・世帯あたりの人口 

 

 

 
（２） 世田谷区職員数の推移（各年度４月１日現在の数値） 
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出典：世田谷区住民基本台帳人口 
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（３） 地域行政制度の概要 

 

 

  

地域（世田谷・北沢・玉川・ 

       砧・烏山） 

（人口 約１２万～２５万人） 

総合支所 ５か所 

全区（人口 約９２万人） 

本庁 １か所 

連携 
支援 

連携 
支援 

地区（人口 約２万～６万人） 

まちづくりセンター ２８か所 

区役所 本庁舎 

総合支所 

まちづくりセンター 

区民サービス 

まちづくり 

区民参加 

〇 三層制の概要 

 

 

 

地域振興 
保健・ 

福祉 
街づくり 

子ども 

家庭支援 

くみん 

窓口 
防災 

福祉の 

相談窓口 

 

 
防災・ 

防犯 
見守り 

環境・ 

緑化 

健康 

づくり 

お祭り・ 

青少年 

健全育成 

全区的・広域的な取組み 

(例)人事・財政・財務・区議会・教育・許認可・営繕・経済産業・環境・大規模事業等 

まちづくりセンター（地区） 

まちづくり支援 

 

総合支所（地域） 

本庁（全区） 

〇 各行政拠点の機能 

～三者連携～ 
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（４） 各地区・各地域の人口               令和 4 年 9 月現在 

地域・地区 世帯数 人 口 面 積(K ㎡) 人口密度(1K ㎡あたり) 

世田谷地域 144,168  252,667 12.324  20,502  

  池尻地区 14,521 24,201  1.186  20,406  

  太子堂地区 15,330  23,716 1.048  22,630  

  若林地区 16,393 27,204  1.165  23,351  

  上町地区 27,986  53,833  2.564  20,996  

  経堂地区 28,876  51,591 2.918  17,680  

  下馬地区 23,578  43,006  2.079  20,686  

  上馬地区 17,484  29,116  1.364  21,346  

北沢地域 90,539  153,592  8.652  17,752  

  梅丘地区 16,396  28,504  1.604  17,771  

  代沢地区 9,916  17,461  1.025  17,035  

  新代田地区 16,201  25,711 1.419  18,119  

  北沢地区 11,773  18,405  0.979  18,800  

  松原地区 17,899  29,552  1.502  19,675  

  松沢地区 18,354  33,959  2.123  15,996  

玉川地域 114,363 226,072  15.809  14,300  

  奥沢地区 11,431  22,004 1.206  18,245  

  九品仏地区 9,422  17,066  1.244  13,719  

  等々力地区 19,946  39,760 2.882  13,796 

  上野毛地区 16,538  33,621 2.537  13,252  

  用賀地区 18,984  36,753 2.472  14,868  

  二子玉川地区 13,659  27,676  2.049  13,507  

  深沢地区 24,383 49,192  3.419  14,388  

砧地域 78,895 164,572  13.549  12,146 

  祖師谷地区 13,321 26,717  1.669  16,008  

  成城地区 10,689  23,358 2.261  10,331 

  船橋地区 18,636  38,835 1.873  20,734 

  喜多見地区 15,874 33,142 3.973  8,342  

  砧地区 20,375 42,520  3.773  11,270  

烏山地域 64,306 120,167 7.715  15,576 

  上北沢地区 13,789 24,555 1.716  14,309 

  上祖師谷地区 15,891 32,568 2.162  15,064 

  烏山地区 34,626 63,044  3.837  16,431  
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（５） まちづくりセンターの現状 

 

① 担当業務の内容 

まちづくりセンターでは区民の「まちづくり活動」を支援している。町会・

自治会など地域で活動する団体への支援や身近なまちづくり推進協議会などと

の連携によるまちづくり活動の推進、地区における広報・広聴、防災・防犯活

動への支援などを行っている。平成２８年より全地区において、まちづくりセ

ンター、あんしんすこやかセンター（地域包括支援センター）、社会福祉協議会

の三者が連携して、身近な福祉の相談窓口や参加と協働による地域づくりなど

地域包括ケアの地区展開に取り組んでいる。また、一部窓口サービスも取扱っ

ている。 

 【主な業務】 

●地区のまちづくり支援に関すること (別表１)  

●地区の防災に関すること 

●身近な地区での相談に関すること 

●マイナンバーカード専用証明書自動交付機による住民票の写し等交付 

●主な窓口サービス 

     ◆証明書取次発行サービス（住民票の写し、印鑑登録証明書、特別区民税・

都民税の課税証明書の証明書の取次ぎ発行） 

◆国民健康保険証・国民健康保険高齢受給者証・介護保険の保険証及び資 

格者証・後期高齢者医療被保険者証の再交付 

◆母子健康手帳・妊婦健康診査受診票・新生児聴覚検査受診票の交付 

◆国・私立小・中学校等への入学の届出、就学通知書の再交付 

◆国・私立小・中学生等への携帯用防犯ブザーの貸与 

◆指定保養施設予約後の利用券交付 

・ごみ散乱防止ネットの助成 

・高枝切ばさみの貸出し、車いすの貸出し 

・区広報板（地域コーナー）の利用受付 

    注)◆は太子堂・経堂・北沢・等々力・用賀・二子玉川・成城・烏山を除く

20 ヵ所で取扱っている。 

     

② 業務実績 （別表２）（別表３） 

③ その他 

〇地区まちづくり支援職員・地区まちづくり担当職員制度 

区民と区との協働によるまちづくりの推進及び職員の人材育成を目的

に、各総合支所地域振興課兼務発令により、担当する地区における区民の

まちづくり活動に「支援職員」及び「担当職員」が従事している。「支援職

員」は、課長級職員および公募による一般職員とし、「担当職員」は、採用

３～５年目の若手職員を対象としている。 
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別表１ 主な地域活動団体とまちづくりセンターの役割 
 

町会・自治会 
身近なまちづくり

推進行協議会 

ごみ減量・リサイ

クル推進協議会 
青少年地区委員会 

地区民生委員・ 

児童委員協議会 

団体の
説明 

同じ地域に住む
人同士が、地縁に
基づき自主的に組
織している団体
で、その起源は戦
前にまで遡るとさ
れる。近年では、高
齢化や核家族化が
進み、地域の絆の
希薄化が懸念され
る中で、地域の
方々が協力して快
適で安全・安心な
まちづくりに向け
て取り組むことが
できる町会・自治
会の存在が、あら
ためて注目されて
いる。    
 

「住みよいまち
世田谷」の実現に
向けて、区政と共
同協力した自主的
なまちづくり活動
を行っている。 
協議会は、まち

づくりセンターご
とに組織され、各
地区では、現状や
特性に対応した部
会を設け、幅広い
実践活動をしてい
る。 

世田谷区が取り
組む「環境に配慮
した持続可能な社
会」の実現に向け、
区民の立場からご
みの減量とリサイ
クルを推進する活
動を行っている。 
委員会はまちづ

くりセンターごと
に設置され、行
政・ＮＰＯ・事業
者などと連携を図
りながら、創意工
夫に富んだ啓発活
動などに積極的に
取り組んでいる。 

未来を築き、次
代を担っていく子
どもたちの健やか
な成長を願い、地
域の子どもたちを
見守っている組
織。まちづくりセ
ンターごとに設置
されている。 
 地域の大人たち
が知恵や情報を出
し合いながら、子
どもたちにとって
安全で安心な環境
づくりに取り組む
とともに、地域全
体での子育て支
援、子どもの居場
所づくりなどを行
っている。 

まちづくりセン
ターごとに設置さ
れている。民生委
員・児童委員の活
動に関わる情報・
意見交換をした
り、研修会を行っ
たりして、相互の
連携を図ってい
る。 
また、関係機

関・団体と協働
し、防災訓練や高
齢者等との交流会
なども行ってい
る。 

主な活
動内容
の例 

◆青少年健全育成 
（夏休みのラジオ
体操、小中学校行
事への参加、成人
祝い） 
◆まちの特色を活
かしたお祭りやイ
ベント （七夕まつ
り、秋まつり、もち
つき大会、マラソ
ン大会） 
◆町内の清掃や資
源のリサイクル活
動 （資源回収、古
着古布回収） 
◆災害時に自ら避
難することが困難
な 方 へ の 支 援 
（日々の見守り、
区との協定による
災害時の安否確
認） 
◆まちの安全・安
心  （防災塾・防
災訓練、街路灯の
管理） 
◆地域情報の発信 
（回覧板・掲示板
による情報伝達、
町会・自治会通信
の発行） 

◆美化キャンペー
ン、ポイ捨て防止
キャンペーン、地
区緑化活動、緑化
フェア 
◆さぎ草講習会、
さぎ草展示会、寄
せ植え講習会、花
木の鑑賞会 
◆放置自転車クリ
ーンキャンペー
ン、交通安全講習
会 
◆健康教室、料理
講習会 
◆ミニコミ紙発行 
◆講演会、研修
会、見学会 

◆リサイクルフェ
ア、フリーマーケ
ットの開催  
◆古着古布回収 
◆イベントでのご
み減量・リサイク
ルキャンペーン 
◆「世田谷ロール
（古紙 100％を原
料としたトイレッ
トペーパー）」など
の再生製品の普及
活動 
◆講演会、エコ料
理教室 
◆エコグッズ（エ
コバックなど）の
製作・配布 
◆ミニコミ紙や啓
発ポスターの作成 

◆子どもの見守り
活動 （あいさつ
運動、防犯パトロ
ール活動など） 
◆防災意識を高め
る活動（サバイバ
ルキャンプ、地域
防災訓練など） 
◆地域における子
育て支援の活動
（「子育てひろば」
の開催など） 
◆幼児及び小学生
を対象とした事業
（マラソン大会、
映画会、バスハイ
ク、子どもまつり、
いもほりなど） 
◆地域における子
どものサークル活
動 
◆中高生の「居場
所づくり」（フェス
ティバル、ボウリ
ング大会など） 
◆中学生意見発表
の場（中学生のつ
どい、意見交換会
など） 
◆多世代・団体と
連携（大学等との
連携による環境美
化の取り組み、町
ぐるみ運動会な
ど） 

民生委員・児童
委員は、福祉に関
するさまざまな困
りごとを抱える住
民の方々への相
談・援助活動を行
うとともに、相談
内容に応じて、区
の窓口や関係行政
機関につなぐパイ
プ役としても活動
している。  
◆ふれあい訪問 

まちづ
くりセ
ンター
の関わ
り・役
割 

地区町会自治会連
合会の事務局 
◆予算管理 
◆定例会議に関す
る事務 
◆代表者等の連絡
調整 
◆事業実施支援 

事務局 
◆予算管理 
◆活動計画支援 
◆各部会の会議に
関する事務 
◆活動物品準備 
◆事業実施支援 
◆PR 等活動支援 

事務局 
◆予算管理 
◆活動計画支援 
◆各部会の会議に
関する事務 
◆活動物品準備 
◆事業実施支援 
◆PR 等活動支援 

事務局 
◆予算管理 
◆活動計画支援 
◆各部会の会議に
関する事務 
◆活動物品準備 
◆事業実施支援 
◆PR 等活動支援 

◆委員改選時の町
会・自治会を通じ
た委員推薦依頼 
◆高齢者見守りネ
ットワークを推進
するための連携 
◆地区の様々な活
動での連携 
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地区社会福祉 

協議会 
赤十字奉仕団 消防団 NPO 

地域の絆 
連携活性化事業 
補助金交付団体 

団体の
説明 

まちづくりセン
ターごとに組織さ
れている地域住民
（地域福祉推進
員）による福祉活
動団体。  
世田谷区社会福

祉協議会の職員が
事務局を担うと共
に、各まちづくり
センター・あんし
んすこやかセンタ
ーと連携しなが
ら、地区の実情に
応じた思い思いの
福祉活動を通じ
て、地区に暮らす
住民相互のつなが
りを育み、福祉の
まちづくりを目指
している。 

日本赤十字社の
下部組織で、世田
谷区では、世田谷
区赤十字奉仕団が
活動しており、ま
ちづくりセンター
ごとに分団を組織
している。 

消防組織法に基
づき、住民の生命
や財産を災害から
守ることや、火災
や地震等の災害対
応や、地域住民に
対する防火・防災
意識の普及啓発活
動を行うことなど
を任務として市区
町村に設置された
機関。消防団員
は、普段は別の仕
事を持っている非
常勤の特別職地方
公務員である。 

さまざまな社会
貢献活動を行って
いるボランティア
団体や市民活動団
体で、構成員に収
益を分配すること
を目的としない団
体の総称。 
 福祉、教育、文
化、地域の安全、
災害救援、環境、
平和、男女共同参
画、国際協力など
の分野で活動し、
現代社会のニーズ
に応え、重要な役
割を担っている。 

地域住民が参加
し、地域コミュニ
ティの醸成や地域
の活性化に繋がる
取り組みで自主
的、自立的および
継続的に行われ、
非営利の公共性・
公益性を有する事
業に取り組む団
体。町会、自治会等
の地縁団体と地域
で公益的活動を行
う団体が相互に協
力・連携を図るこ
とを要件とする。 

 

主な活
動内容
の例 

誰もが気軽に参
加できる交流会
や、地域の課題解
決に向けた懇談会
などを行い、住民
同士の助けあいと
支えあいにより、
安心して住み続け
られる地域社会を
目指し、様々な事
業を展開。 
◆ 住民交流事業
（高齢者交流会、
子育て交流会、介
護者交流会、多世
代交流会等） 
◆支えあい／見守
り活動（各種イベ
ントを通じた独居
高齢者等への声か
けや見守り） 
◆ 福祉学習事業
（障害･高齢等の
体験学習等） 
◆ 健康増進事業
（健康測定事業
等） 
◆ 福祉啓発事業
（広報紙発行地域
イベント参加） 
◆地域福祉推進員
等研修事業（福祉
の知識習得と意見
交換等） 
◆社協会費の募集
など 
 

「すべての人び
とのしあわせをね
がい、陰の力とな
って、人びとに奉
仕する」を信条と
して活動してい
る。 
◆赤十字会員募集
活動 
◆献血・日赤活動
PR 
◆災害救護活動、
災害見舞い品支給  
◆地域の防災訓練
参加、災害救護訓
練・講習参加など 
 

消防団は、火災
や災害発生時の活
動だけではなく、
平常時も地域のた
めに様々な活動を
している。 
災害時 
◆消火活動 
◆救助・救出活動 
◆防災活動 
◆情報収集 
平常時 
◆防火防災啓発活
動 
◆防災訓練指導 
◆消防特別警戒 
◆応急手当の指導 
 

◆保健、医療又は
福祉の増進を図る
活動 
◆社会教育の推進
を図る活動 
◆まちづくりの推
進を図る活動 
◆学術、文化、芸術
又はスポーツの振
興を図る活動 
◆環境の保全を図
る活動 
◆災害救援活動 
◆地域安全活動 
◆人権の擁護又は
平和の推進を図る
活動 
◆子どもの健全育
成を図る活動 
など 

◆まちの話をする
場をつくる(まちの
ひろばづくり) 
◆まちの課題や情
報を知らせていく
(まちの情報誌づく
り) 
◆まちの困りごと
を解決する(地域で
子どもを見守る) 
◆まちの資源活
用、魅力アップ(地
域の魅力再発見) 
◆まちの新たなチ
ャレンジ(子どもが
主役の祭り) 
など 

まちづ
くりセ
ンター
の関わ
り・役
割 

活動支援・協力 所長が分団参与を
務め、入退団報告、
会議開催、募金活
動の依頼・とりま
とめ等の事務を実
施 

防災活動や地区の
行事で連携 

地区の活動に応じ
て、相互に協力 

申請相談・受付・
書類確認・団体へ
の連絡調整 
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別表２ まちづくりセンター窓口等取扱件数（令和３年度） 

  

池
尻

太
子
堂

若
林

上
町

経
堂

下
馬

上
馬

梅
丘

代
沢

新
代
田

北
沢

松
原

松
沢

奥
沢

九
品
仏

等
々
力

上
野
毛

用
賀

二
子
玉
川

深
沢

祖
師
谷

成
城

船
橋

喜
多
見

砧
上
北
沢

上
祖
師
谷

烏
山

総
計

1
0
2

1
5
7

4
8

1
6
5

1
7
2

1
2
0

1
3
9

7
8

9
7

1
0
5

6
1
0
1

1
8
1

1
3
5

8
7

3
4

1
1
9

1
9
4

6
4

1
4
9

1
7
4

2
2

6
5

1
1
1

9
4

1
0
4

4
6

9
9

2
,9
6
8

2
4
7

3
4
8

7
7
8

5
7
4

2
2
3

4
1
1

1
3
5

2
6
7

5
5
4

2
1
1

2
6
2

2
0
9

3
3
7

3
1
9

3
3
6

2
3
7

2
2
0

1
3
7

2
4
7

2
9
6

3
5
5

1
1
1

6
7
3

1
7
5

2
9
1

4
0

2
7
7

2
0
9

8
,4
7
9

国
民
健
康
保
健
証
・

高
齢
受
給
者
証
の
再
交
付

6
2

1
6

5
5

7
0

5
0

5
7

1
8

4
0

6
9

7
2

8
3

3
0

4
0

4
9

7
0

6
5

3
5

4
0

6
7

3
6

1
,0
2
4

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険

者
証
の
再
交
付

2
3

6
3
4

4
2

2
3

2
3

1
1

3
4

4
5

4
1

5
6

2
6

1
9

3
5

4
5

3
3

3
1

2
4

3
3

1
8

6
0
2

介
護
保
険
者
証
お
よ
び

資
格
者
証
の
再
交
付

7
1
0

2
4

2
6

1
0

1
0

4
7

9
1
9

1
8

9
6

1
0

1
8

2
4

8
1
1

1
2

1
2

2
5
4

計
9
2

3
2

1
1
3

1
3
8

8
3

9
0

3
3

8
1

1
2
3

1
3
2

1
5
7

6
5

6
5

9
4

1
3
3

1
2
2

7
4

7
5

1
1
2

6
6

1
,8
8
0

2
3

5
1
8

2
5

2
4

1
7

2
1
8

1
5

3
4

3
9

1
7

1
7

2
1

7
6

5
9

2
4

5
0

7
9

1
4

5
7
7

3
1

4
4

4
5

5
2

4
1
1

1
2

7
3

1
2

3
4

3
5

4
1

9
7

6
6

4
2
8

5
4

3
7

4
2

7
1
8

9
6

7
4

6
7

1
2

1
2

3
3

1
7

5
0

8
1
6

3
1

4
6
7
6

3
2
6

2
1
4

3
9

1
8

1
0

1
1

2
8

3
1

6
1
5

7
1
4

2
6

5
1
5

1
0

9
1
5

3
0

1
6

1
3

1
6

1
1

2
2
6

4
0
0

5
3
6

5
3
1

8
7
0

9
1
6

4
3
4

7
7
0

4
3
2

5
1
0

7
0
0

4
4
3

2
9
9

5
5
4

7
8
4

7
3
6

5
3
8

2
9
7

4
4
1

3
4
6

3
2
1

6
1
4

7
7
3

1
6
3

9
8
9

4
0
8

5
4
7

3
8
1

4
1
0

3
3
4

1
5
,0
7
7

出 張 所 取 扱

出 張 所 取 扱

総 合 支 所 取 扱

総 合 支 所 取 扱

出 張 所 取 扱

出 張 所 取 扱

総 合 支 所 取 扱

就
学
届
出
等

母
子
手
帳

指
定
保
養
施
設

総
計

出 張 所 取 扱

物
品
貸
出

(車
い
す
、
高
枝
切
り
バ
サ
ミ
等
)

活
動
フ
ロ
ア
ー

保 険 関 連

税
申
告

住
民
票
の
写
し

1
,3
3
9

2
3
3
1
,2
9
4

1
,4
4
5

9
6
1
1
,0
8
3

3
0
4

8
2
7

1
,2
8
9
1
,7
9
2
2
,4
9
5

9
9
7

8
2
4

1
,2
4
6
1
,6
7
3

2
,0
0
4

9
8
5
1
,0
1
9
1
,5
4
4

4
4
1

2
3
,7
9
5

印
鑑
登
録
証
明
書

1
,0
7
4

1
4
7
1
,3
4
0

1
,6
4
9

8
0
4

7
5
2

3
3
0

6
1
9

1
,0
2
3
1
,4
8
7
2
,1
8
7
1
,0
8
0

9
6
3

1
,1
8
3
1
,2
7
7

1
,3
3
3

9
9
0

9
0
9
1
,2
9
3

4
0
4

2
0
,8
4
4

課
税
証
明
書

1
8
4

1
9

1
1
6

1
5
9

7
6

1
1
3

2
8

5
8

1
1
3

2
4
7

2
4
7

9
0

6
2

1
3
4

2
7
5

3
7
0

2
2
3

1
3
3

2
6
7

5
5

2
,9
6
9

2
,5
9
7

3
9
9
2
,7
5
0

3
,2
5
3
1
,8
4
1
1
,9
4
8

6
6
2
1
,5
0
4

2
,4
2
5
3
,5
2
6
4
,9
2
9
2
,1
6
7

1
,8
4
9

2
,5
6
3
3
,2
2
5

3
,7
0
7
2
,1
9
8
2
,0
6
1
3
,1
0
4

9
0
0

4
7
,6
0
8

総
計

出 張 所 取 扱

出 張 所 取 扱

総 合 支 所 取 扱

総 合 支 所 取 扱

出 張 所 取 扱

出 張 所 取 扱

総 合 支 所 取 扱

出 張 所 取 扱

種 類〇
窓
口
等
取
扱
実
績
（
件
数
）

 

〇
証
明
書
取
次
ぎ
発
行
実
績
（
枚
数
）

 

54



 

44 

 

別表３ 福祉の相談窓口の実績（令和３年度） 
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（６） 町会・自治会加入率 

 

出典：世田谷区資料 

（７）地域活動参加の実態と意向 

 

66.2%
63.3%

57.5%

51.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

平成3年 平成13年 平成23年 令和3年

12.9

14.3

14.0 

13.4

15.3

17.8

16.6

16.9

12.8

14.2

12.2

12.8

12.0

17.9

17.8

17.7

71.8

70.4

72.5

71.9

71.2

61.5

61.9

62.2

2.4

1.0 

1.3

1.8

1.6

2.8

3.6

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和3年

令和2年

令和元年

平成30年

平成29年

平成28年

平成27年

平成26年

参加している 今は参加していないが、今後参加してみたい 参加していない 無回答

出典：世田谷区民意識調査 
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（８） 区民意識調査 

・地域行政制度による三層構造の行政拠点の認知度（単一回答） 

 

出典：世田谷区区民意識調査 2021（令和３年５月実施）                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

 

・福祉の相談窓口の認知度（単一回答） 

  
出典：世田谷区区民意識調査 2022（令和 4 年５月実施） 

本庁、総合支所、まちづくりセンターでど

のようなことを行っているか知っている

7.6%

本庁、総合支所、まちづくりセ

ンターがあることは知っている

46.0%

本庁、総合支所があること

は知っているが、まちづく

りセンターは知らない

21.7%

本庁、まちづくりセンター

があることは知っている

が、総合支所は知らない

7.1%

本庁があることしか知らない

15.0%

無回答

2.6%

(n=2,086)

利用したことがある

15.3%

名称は知っている

28.0%

名称は知らないがこういった取り組

みを行っていることは知っている

9.7%

知らない

46.3%

無回答

0.6%

(n=1,923)
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・スマートフォンの活用状況（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
           出典：世田谷区区民意識調査 2022（令和 4 年５月実施） 

・情報を入手しやすいデジタル媒体（複数回答） 

 

           出典：世田谷区区民意識調査 2022（令和 4 年５月実施） 

44.4 

14.1 

12.3 

7.3 

6.3 

3.3 

2.4 

8.1 

27.8 

3.1 

0 10 20 30 40 50

区のホームページ

区公式LINE（ライン）

区公式Twitter（ツイッター）

メール配信サービス（メールマガジン）

区のスマートフォン用アプリ

You Tube（ユーチューブ）区公式チャンネル

区公式Facebook(フェイスブック）

特にない

利用したことがない

無回答

（%）(n=1,923)

スマートフォンを持っており、電

話・メールだけでなく、その他の

機能（カメラ、インターネット、

LINEなど）も利用している

79.4%

スマートフォンを持っており、

電話・メールを利用している

6.6%

スマートフォンは持っているが、

ほとんど使っていない

3.5%

スマートフォンを持っていない、使い

方がわかれば持ちたいと思っている

2.2%

スマートフォンを持っていない、

必要性を感じていない

6.1%

無回答

2.2%

（n-1,923）

区のホームページ 

区公式 LINE（ライン） 

区公式 Twitter（ツイッター） 

メール配信サービス（メールマガジン） 

区のスマートフォン用アプリ 

You Tube（ユーチューブ）区公式チャンネル 

区公式 Facebook(フェイスブック） 

特にない 

利用したことがない 

無回答 
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・防災について心掛けていること（単一回答） 

 
出典：世田谷区区民意識調査 2022（令和 4 年５月実施） 

 

 

・地区防災計画の認知度（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：世田谷区区民意識調査 2022（令和 4 年５月実施） 
 

 

19.9 

3.3 

3.9 

53.5 

11.9 

12.5 

15.0 

22.4 

19.6 

4.9 

40.9 

33.8 

4.6 

16.4 

25.5 

2.1 

5.1 

4.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

防災知識の向上

地区での避難所運営訓練や

防災塾への参加

避難行動要支援者の支援

(N=1,923)

心がけている どちらかといえば心がけている

どちらかといえば心がけていない 心がけていない

わからない 無回答

内容まで知っている

3.7%

名称は知っている

40.6%

知らない

53.8%

無回答

1.9%

(n=1,923)

防災知識の向上 

地区での避難所運営訓練

や防災塾への参加 

避難行動要支援者の支援 
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・まちづくりセンターに期待すること（複数回答） 

 

出典：世田谷区区民意識調査 2021（令和 3 年５月実施） 

  

1.7 

7.6 

1.4 

3.5 

9.5 

10.6 

13.1 

18.6 

38.0 

38.5 

59.9 

0 20 40 60 80

無回答

特に期待しない

その他

まちづくりセンターの再配置や増設

活動団体の活動の場所や資金などに

対する相談・手続き支援

活動団体のPR支援や個人・団体間の

紹介・マッチング

活動団体が開催するイベントなどの準備支援や

新たな活動に対する企画支援・相談

地区の見どころやイベントなど地区の

魅力発信・紹介

日常生活の困りごとの相談

防災訓練や災害への備えに関する相談や

情報・物品の提供

行政手続きに関する窓口サービス

（%）
(n=2,086)

行政手続きに関する窓口サービス 

防災訓練や災害への備えに関する相談や

情報・物品の提供 

日常生活の困りごとの相談 

地区の見どころやイベントなど地区の魅

力発信・紹介 

活動団体が開催するイベントなどの準備

支援や新たな活動に対する企画支援・相談 

活動団体の PR 支援や個人・団体間の紹介・

マッチング 

活動団体の活動の場所や資金などに対す

る相談・手続き支援 

まちづくりセンターの再配置や増設 

その他 

特に期待しない 

無回答 
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４ 世田谷区地域行政推進条例 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針（第４条） 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化（第５条－第１０条） 

第３節 総合支所の機能の充実強化（第１１条－第１５条） 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置（第１６条） 

 第５節 区の体制の強化（第１７条・第１８条） 

第３章 地域行政推進計画等（第１９条・第２０条） 

第４章 雑則（第２１条） 

附則 

世田谷区では、昭和５３年の世田谷区基本構想を起点とし、「打てば響くまちづくり」を目

指して、区の制度・組織の変革について検討を開始した。 

約１３年間にわたる検討と準備期間を経て、平成３年に、都市としての一体性を保ちなが

ら、住民自治の実を挙げるため、区は、区内を適正な区域に分けて地区及び地域の行政拠点を

設け、これを中核として総合的な行政サービスやまちづくりを実施する仕組みとして、地域

行政制度を導入し、地区に出張所を、地域に総合支所を設置し、本庁との三層制のもとに区政

運営を開始した。 

地域行政制度の導入後は、保健福祉や街づくりに関する事業の地域展開を行うとともに、

平成１７年には、行政経営改革の取組のもとで、窓口サービスの効率化と地区まちづくり支

援の強化を目指し、２７箇所の出張所の窓口事務を７箇所の出張所に集約し、その他の２０

箇所を主に地区まちづくりの支援を行うまちづくり出張所とする出張所改革を行った。その

後、名称をまちづくりセンターとし、身近なまちづくり活動の支援や地区防災力の向上、車座

集会等での区民との対話等に取り組み、地区及び地域の実態に応じた行政サービスの提供と

まちづくりの支援を進めてきた。また、地域包括ケアの地区展開により、身近な地区における

相談支援体制を整備し、住民同士が支え合う地域社会づくりに向けた取組を進めるとともに、

子どもに係る身近な相談や見守り等の中核的な役割を果たす児童館の整備を全地区において

進めることとした。 

しかし、高齢化の進展、単身世帯の増加等の世帯構成の変化、気候変動等による災害の多発

等に伴い、地域社会での支え合いの重要性が再認識される一方で、働き方の変化や新型コロ

ナウイルス感染症の拡大、情報通信技術の急速な発展等を背景に、人と人との関わり方も変

化しており、防災や防犯、介護、子育て、社会的孤立、貧困等多岐にわたる地域社会の課題の

解決に向けて、身近なところでの区民生活の支援の必要性が高まっている。 

区は、地区及び地域の実態に即した取組を促進する体制を整備することにより、区民に身

近なところで多様な相談や手続きに対応する窓口の実現をはじめとした行政サービスの改革

を行うとともに、区民が区政について意見を述べ、まちづくりに取り組む住民自治を進め、安

全・安心で暮らしやすい地域社会の実現を目指さなければならない。 
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このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度について、地区がその要と

なるよう改革するために、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、区政運営の基盤である地域行政制度の改革について必要な事項を定め

ることにより、区が、区政の課題の解決を図る体制を強化し、地区及び地域の実態に即した

総合的な行政サービス及びまちづくりを推進し、もって安全・安心で暮らしやすい地域社

会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 区民 区内に住所を有する者、区内に存する事務所又は事業所に勤務する者及び区内

に存する学校に在学する者並びに町会・自治会、商店街、学校、事業者その他の区内でま

ちづくりに取り組む団体をいう。 

⑵ まちづくり 防災、防犯、福祉及び環境に係る課題その他の地域社会における課題の

解決を図り、より暮らしやすいまちをつくるための取組をいう。 

⑶ まちづくりセンター 世田谷区出張所設置条例（昭和４０年３月世田谷区条例第２号）

第１条のまちづくりセンターをいう。 

⑷ まちづくりセンター等 まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター（介護保険

法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項の地域包括支援センターであっ

て、区の委託を受けた法人が区内に設置するものをいう。）及び社会福祉法人世田谷区社

会福祉協議会をいう。 

⑸ 地区 世田谷区出張所設置条例別表第２に規定するまちづくりセンターごとの所管区

域をいう。 

⑹ 地域 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例（平成２年１１月世田谷区条例第４

６号）別表に規定する総合支所ごとの所管区域をいう。 

⑺ 地域包括ケアの地区展開 地区において、まちづくりセンター等及び児童館が連携し

て、地域包括ケアシステム（高齢者、障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生

活困窮者等に対する医療、介護、住まい、生活等の支援が包括的に確保される体制をい

う。）による支援を推進することをいう。 

⑻ 総合支所 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例第１条の支所及び世田谷区出張

所設置条例第１条の出張所をいう。 

⑼ 児童館 世田谷区立児童館条例（昭和３８年１１月世田谷区条例第２６号）第１条の

児童館をいう。 

⑽ 本庁 区長部局に属する機関（総合支所、まちづくりセンター及び世田谷区組織規則

（平成３年３月世田谷区規則第７号）第２７条第１項の事業所を除く。）並びに世田谷区

教育委員会、世田谷区選挙管理委員会及び世田谷区農業委員会をいう。 

（区の責務） 

第３条 区は、まちづくりセンターを区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、
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総合支所を次条第２号に規定する地域経営を担う地域の行政拠点として位置付け、地区及

び地域において区民が必要な行政サービスを利用することができる環境及び区政に関する

意見を述べることができる環境の整備並びに区民がまちづくりに取り組むための必要な支

援を行わなければならない。 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針 

第４条 区は、次に掲げる基本方針に基づき、地域行政制度の改革を推進しなければならな

い。 

⑴ まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、多様な

相談及び手続きに対応する窓口を担うとともに、地区の実態に即した取組の実施及びま

ちづくりの支援を行うこと。 

⑵ 総合支所は、地域の行政拠点として、地域経営（総合支所の所管する業務の専門性を

生かして、地域の実態を把握し、及び地域における社会資源を活用することにより、計

画的に地域の課題の解決に当たることをいう。以下同じ。）を担うとともに、まちづくり

センターの取組の支援を行うこと。 

⑶ 本庁は、社会状況の変化及び地域経営の内容を踏まえた施策の立案等を行い、並びに

まちづくりセンター及び総合支所と情報を共有し、一体となって施策を実施するととも

に、適切な政策手法の活用及び資源の配分を行うことにより、効率的かつ効果的な区政

運営を行うこと。 

⑷ まちづくりセンター及び総合支所が区民の意見を聴き、これを区政に反映する仕組み

を強化すること。 

⑸ デジタル技術の活用による業務の変革を推進し、区民の利便性の向上及び区政への区

民参加の促進を図るとともに、デジタル化への対応が困難な区民その他の行政からの情

報を受け取ることが困難な区民への必要な支援を行うこと。 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化 

（行政サービスの機能の充実強化） 

第５条 まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、関係

所管との必要な調整を行い、区民からの多様な相談及び手続きへの対応の強化を図るもの

とする。 

２ まちづくりセンターは、総合支所、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用し、相談、

手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（広報広聴機能の充実） 

第６条 まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、地区におけるまち

づくりに係る情報の区民への発信及び区民との情報の共有を図るとともに、区民との対話

により地区における多様な意見を把握し、これを生かしてまちづくりの促進及び行政サー

ビスの充実を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第７条 まちづくりセンターは、町会・自治会による住民相互の支え合いその他の区民によ

る活動を支えるため、まちづくりに係る学習の機会の提供、活動の場の確保、情報の発信等
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に関する支援の強化を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、まちづくりの支援及び交流の機会づくりを通して、区民、区の公

共施設並びに国及び東京都の機関の相互連携の促進を図るものとする。 

（防災に係る機能の強化） 

第８条 まちづくりセンターは、地区における災害への対応力を高めるため、地区における

防災情報の発信、防災に関する学習の機会の提供及び地区防災計画の作成の支援により、

区民の防災意識及びコミュニティを基礎とした助け合いの意識の向上並びに防災活動への

参加の促進を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、前条第２項の規定による相互連携を区民が防災活動に生かすこ

とができるよう支援するとともに、避難所運営訓練、防災訓練その他の区民の防災活動に

対する支援の強化を図るものとする。 

（地域包括ケアの地区展開に係る機能の充実） 

第９条 まちづくりセンター等は、地域包括ケアの地区展開のため、総合支所、本庁等との連

携のもと、情報通信技術を活用し、相談、手続等の福祉の相談窓口における機能の充実を図

るものとする。 

２ まちづくりセンター等及び児童館は、地域包括ケアの地区展開のため、地区における福

祉に係る課題の解決のために必要な人材、場所、情報、技術等の社会資源の開発及び区民と

の協働による福祉に係るまちづくりの促進を図るものとする。 

（課題解決に係る総合調整機能の強化） 

第１０条 まちづくりセンターは、地区の状況及び課題を明らかにし、これを区民と共有す

るとともに、課題への取組を立案し、区民、総合支所等との調整を行う総合調整機能を強化

することにより、課題の解決を図るものとする。 

第３節 総合支所の機能の充実強化 

（業務の専門性の強化等） 

第１１条 総合支所は、行政サービスを区民に総合的に提供する拠点として、その所管する

業務の専門性の強化等を図るものとする。 

（行政サービスの機能の充実） 

第１２条 総合支所は、まちづくりセンター、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用

し、相談、手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（まちづくりセンター等の支援機能の強化） 

第１３条 総合支所は、第５条から第８条まで及び第１０条に規定するまちづくりセンター

の機能の充実強化並びに第９条に規定する地域包括ケアの地区展開に係る機能の充実を図

るため、その所管する業務の専門性を生かした支援の強化を図るものとする。 

２ 総合支所は、その地域内においてその職員が担当する地区を定めることにより、当該地

区におけるまちづくりの状況を把握するとともに、まちづくりセンター等の職員と連携し、

まちづくりの支援、相談等への対応の強化を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第１４条 総合支所は、地域における区民のまちづくりに係る活動を支えるため、その活動

の活性化等に係る学習の機会の提供、活動の場の確保等に係る公の施設の運営その他の必
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要な支援の強化を図るものとする。 

２ 総合支所は、前項に規定する活動について、必要な情報を提供し、及び区民間の情報共有

を支援することにより、区民のまちづくりへの理解を深めるとともに、まちづくりに係る

活動の相互連携の促進を図るものとする。 

（課題解決に係る措置） 

第１５条 総合支所は、多様な区民参加の機会を設け、区民の意見並びに地区及び地域の課

題を把握し、施策の立案等に係る本庁との協議その他の必要な措置を講じ、課題の解決を

図るものとする。 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置 

第１６条 本庁は、区政運営に係る計画を策定し、又は施策を立案する際には、地域行政制度

の意義及び目的を踏まえ、地域の実態に即した計画又は施策となるよう、総合支所との協

議その他の必要な措置を講じるものとする。 

第５節 区の体制の強化 

（組織の整備） 

第１７条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化及び第３節に規

定する総合支所の機能の充実強化のために、まちづくりセンター及び総合支所にその権限

に属する事務を適切に配分するとともに、その事務を効率的に行うことができるよう、区

の組織の整備を図るものとする。 

（人員体制の強化） 

第１８条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化のために、職員

の育成を図るとともに、人員の配置上の配慮、応援体制の整備、専門的な知識経験を有する

者の活用その他のまちづくりセンターの体制の強化を図るものとする。 

第３章 地域行政推進計画等 

（地域行政推進計画） 

第１９条 区長は、地域行政の推進に関する施策についての基本的な計画（以下「地域行政推

進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 区長は、地域行政推進計画の策定に当たっては、地区及び地域の実態に即した参加と協

働によるまちづくりの促進に資する計画となるよう、区民の意見を聴く機会を設けなけれ

ばならない。 

３ 区長は、地域行政推進計画に基づく地域行政の推進に関する施策の実施状況を取りまと

め、毎年、公表しなければならない。 

（区民の意見聴取） 

第２０条 区長は、地域行政の推進に関する状況について、定期的に、区民の意見を聴く機会

を設けなければならない。 

第４章 雑則 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

附 則 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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地域行政推進条例（素案）、地域行政推進計画（素案）からの 

主な修正について（パブリックコメント資料からの修正） 

 

＜地域行政推進条例(案)＞ 

・前文 

本条例における住民自治の定義を、区民が区政について意見を述べ、まちづくり

に取り組むことと記載した。【区議会・パブリックコメント】 

・第１条（目的） 

「住民自治」の内容を前文に記載したことに合わせ、同期をとる必要から、「区

が、区政の課題の解決を図る体制を強化し、地区および地域の実態に即した総合的

な行政サービス及びまちづくりを進め、もって安全・安心で暮らしやすい地域社会

を実現することを目的とする。」とした。【区議会・パブリックコメント】 

・第４条(基本方針)第４号 

区民の意見を聴き、区政に反映させるという区民参加の意味を持たせた表現に修

正した。【区議会・パブリックコメント】 

・第４条（基本方針）第５号 

デジタル技術の活用による業務の変革の推進により、「区民の利便性の向上及び区政

への区民参加の促進を図る」という目的を追記した。【区議会・パブリックコメント】 

 

＜地域行政推進計画(案)＞（以下のページ番号は、資料２の下部のページ番号） 

・ 1 ページ(計画策定の趣旨)、5ページ(地域行政を推進する基本的な考え方) 

この条例におけるまちづくりセンターの位置づけと地区における基本的な役割を

追記し、この計画により目指すべきまちづくりセンターの姿を追記した。【区議会・

パブリックコメント】 

・ 6 ﾍﾟｰｼﾞ(基本的な考え方(基本方針)) 

 条例に示す「区の責務」を果たすうえで、まちづくりセンター、総合支所及び本庁

のあるべき姿を追記し、基本的な考え方（基本方針）の説明につなげた。【区議会・

庁内検討】 

・ 9 ページ(窓口手続きの充実)、11 ﾍﾟｰｼﾞ(重点的な取組み) 

 「オンライン（映像）での相談・手続きの実施」において、その目的を追記し、また、

「転入転出、マイナンバーカード等の窓口業務の改善」において、マイナンバーカード

の新拠点整備や自治体情報システムの標準化の取組みを追記した。 

また、重点的な取組みとして、オンライン相談・手続きのモデル実施に関する概要、

イメージ図、取組みの実施段階について追記した。【パブリックコメント・庁内検討】 

・ 13 ページ(相談への対応強化) 

 「施策の方向性」において、来庁せずに手続きができる電子申請の推進と併せて、

デジタル化への対応が困難な区民へ必要な支援を行うことを追記した。また、「ＩＣ

Ｔに不慣れな方等への支援の拡充」に、区への電子申請の支援のあり方を検討する

旨追記した。【パブリックコメント・庁内検討】 

 

資料３ 

 

３ 
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・ 13 ページ(四者連携による地域包括ケアの地区展開)、16 ページ(重点的な取組み) 

四者連携による取組みを一つの章にまとめ、児童館との連携による相談・見守り

を強化することを記載した。また、重点的な取組みとして四者連携による課題等へ

の対応を記載した。【パブリックコメント・庁内検討】 

・ 16 ページ(課題解決に係る総合調整機能の強化)、17 ページ(重点的な取組み) 

「課題解決に係る総合調整機能の強化」に、「問い合わせ対応力の強化」、「四者連

携による課題等への対応」を再掲し、地区アセスメントの拡充に関する具体的な取

組みの内容を追記した。また、課題解決に係る総合調整機能の強化を重点的な取組

みとし、地区課題の解決に向けた「まちづくりセンターの取組み」のイメージ図を

追加した。【パブリックコメント・庁内検討】 

・ 18 ページ(広聴機能の充実) 

「転入者等への地区情報の発信」において、まちづくりセンターの認知度向上と

地区情報の周知を図るため、転入者等への「地区ガイダンス」の実施を検討する旨

追記した。また、デジタルサイネージの取組みについて、令和 5 年度もモデル実施

を継続する修正を加えた。【パブリックコメント・庁内検討】 

・ 19 ページ(新たな交流の創出) 

地区情報連絡会の強化と発展的な展開に向けた取組みの視点を追記した。【庁内検討】 

・ 20 ページ(広聴機能の充実と区民参加による課題解決) 

 表題に「広聴の充実と」を加えた。「施策の方向性」として、まちづくりセンター

及び総合支所は、情報通信技術等多様な手段を用いて、区民参加の機会を設けるこ

となどを追記した。 

「オンライン等を活用した区民参加による意見交換の実施」において、目指すこ

とや多世代が参加しやすい工夫、専門人材の活用を追記した。【区議会・パブリック

コメント・庁内検討】 

・ 22 ページ(まちづくり活動への支援) 

 「コミュニティ活動の支援」から「地区の活動団体等への支援」に表題を修正し、

支援の対象をわかりやすくした。また、第 1 章に「オンライン会議環境の活用によ

る講座の配信」と記載していた内容を、オンライン会議環境の整備と活用の項目に

まとめた。【区議会・庁内検討】 

・ 25 ページ(執行体制の強化) 

「人員配置等の見直し検討」おいて、DX による事務改善や民間の導入などを検討

することを追記した。また、まちづくりセンターの新たな業務内容等に応じて体制

を強化することを追記した。【パブリックコメント・庁内検討】 

「地区まちづくり支援職員制度の改善」において、管理職の経験や知見を活かす

例示として、地区アセスメントの作成支援を例示した。【庁内検討】 

・ 26 ページ(人材の育成) 

「施策の方向性」として、多様な主体や活動を尊重し、支援や連携を進めて課題解

決を図る職員育成を行う内容に修正した。【区議会・パブリックコメント・庁内検討】 

・ 27 ページ(計画の策定及び事務配分・組織の整備) 

「政策形成・予算編成の仕組みの整理」において、総合支所における地域経営の取
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組を政策や予算に反映させる仕組みを整理する内容に修正した。【庁内検討】 

「事務配分の見直しと組織の整備」において、防災や地域包括ケアの地区展開にお

けるまちづくりセンターや総合支所の新たな役割を詳細化し、関係規定に定めること

を追記した。【区議会】 

・ 30 ページ(地域行政の推進に関する状況について区民の意見を聴く機会) 

記載内容の要点を整理し、修正した。【庁内検討】 

・ 31 ページ以降（資料） 

地域行政制度の充実強化の取組みに関連する現状や経過を示す資料を追加した。

【パブリックコメント・庁内検討】 

 

※【 】見直しの契機・ご意見の発出元 
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